
22

○

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

0.00

目標年次 単位 目標値

なし
秘書事務事業はその性質上、指標等を設定し評価することにはなじま
ない。

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.80

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

10,761

15,400

15,296

42,660

58,130

58,130

53,421

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
秘書事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107100000-001

予算所管課 政策局市長室
連絡先 (078)918-5000

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 一般管理費
根拠法令
・要綱等

事業 秘書事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
円滑な市政運営を目的に、市長、副市長が効率的に職務遂行できるよう庁内外との連携、調整に努める。

事
業
内
容

①市長及び副市長のスケジュール管理や各局室との連絡調整
②来客等の接遇や行事出席に係る資料作成及び連絡調整
③市長会、副市長会等諸会議に関する連絡調整

成果指標
指標名 考え方・定義・式

各種会議出席及び陳情旅費
2,500

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

6.90

0.00

05決算 0 0 0 53,421

06当初予算 0 0 0 73,530

令和６年度
人員配置（人）

正規

再任用

その他
役務費、備品購入等

378

07当初予算 0 0

0.00

7.70

73,530

73,426

交際費
市長及び副市長等にかかる交
際費 2,500 交際費

0

内容

市長及び副市長等にかかる交
際費

73,426

内容 金額

旅費
各種会議出席及び陳情旅費

2,000 旅費

1,300
使用料及び賃
借料

コピー機等使用料等
1,300

負担金補助及
び交付金

全国市長会他負担金等
5,802

負担金補助及
び交付金

全国市長会他負担金等
5,802

その他
役務費、備品購入等

388

合計（Ａ） 15,400 合計（Ｂ） 15,296

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -104

主な
理由

消耗品費の見直しによる減

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

2,000

需用費
消耗品費等

3,420 需用費
消耗品費等

3,306

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

コピー機等使用料等



47

○

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
市政功労等表彰事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107100000-002

予算所管課 政策局市長室
連絡先 (078)918-5000

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般管理費
根拠法令
・要綱等

明石市表彰規則、同取扱要綱事業 市政功労等表彰事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市政各般にわたる功労者への表彰を行い、永年の功績に感謝と敬意を表する。
また、表彰を行うことにより、功労者及び市民のより一層の市政への貢献を期待する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

なし
功労表彰は、各個人の活動、貢献意欲の高まりを期待するという性質
上、指標化することにはなじまない。

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①明石市表彰式の開催
　毎年、市制記念日である11月１日に市民会館で実施している。５年ごとの節目には記念式典としている。
　本市における公益の増進、市政の振興に尽力し、その功績の顕著な人・団体などを表彰する。

表彰実績
R5年度　　 113件
R6年度　　 110件（105周年記念式典）

表彰見込
R7年度　約120件
　
②明石市きんもくせい賞、しおさい賞等に関する事務
③兵庫県こうのとり賞ほか、兵庫県関係の表彰などに関する取りまとめ
④叙位、叙勲、褒章等に関する事務

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 11,014 正規 1.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 2,374 8,640 11,014 0 0

0 17,952 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 4,432 13,520 17,952 0 0

0 16,372 任期付 0.20 合計 1.8007当初予算 2,852 13,520 16,372 0 0

内容 金額

報償費
表彰式出演者等謝礼

250 報償費
表彰式出演者等謝礼

250令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費等

2,150 需用費

委託料
記念写真作成業務

1,383 委託料
記念写真作成業務

393

消耗品費等
1,900

役務費
舞台進行手数料

350 役務費
舞台進行手数料

100

使用料及び賃
借料

市民会館使用料等
299

使用料及び賃
借料

市民会館使用料等
209

合計（Ａ） 4,432 合計（Ｂ） 2,852

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,580

主な
理由

節目の年に開催する周年記念式典に係る経費を、通常の表彰式の予算に戻し
たため。



○

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

0.00

新聞（日刊紙）掲載件数
明石市政に関する新聞記事の掲載件数を指標とする（例：市政情報な
ど積極的広報による掲載を計上）。

令和７年度 件 650

目標年次 単位 目標値

記者発表資料件数
パブリシティ活動の目安として、市が提供した資料の件数を指標とする
（県発表や外部団体等の発表は除く）。

令和７年度 件 500

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.21

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

1,677

2,162

2,283

13,635

10,632

10,632

15,312

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
広報事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107201000-001

予算所管課 政策局広報プロモーション室広報課
連絡先 (078)918-5001

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

事業 広報事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
・明石の魅力を市内外に発信し、明石市のブランドイメージ醸成を図るとともに明石に関心を持ってもらう。
・職員の広報スキルのレベルアップを図り、広報活動を円滑に行う。

事
業
内
容

○パブリシティ活動を通じて市政情報やイベント情報などを市内外に発信する。
○広報の実務に必要な知識やスキルを習得するため研修に参加する。
○マスコミ対応や広報力養成に関する職員研修を行う。
　
【令和5年度実績】
　　・チラシやポスターなどの広報媒体を「見やすく、分かりやすく」作るためのポイントをまとめた冊子を庁内に配布。
　　・市の広報活動に関する広報アンケートを実施（5年に1回実施、前回平成30年度）
　　　　内容／市政情報の入手方法や、広報あかし・市ホームページの利用頻度や感想などについて
　　　　対象／満18歳以上の市民3,000人を無作為に抽出　調査期間／令和5年7月
　　　　結果／発送3000件、回収数936件、回答率31.2％（市ホームページに集計結果を公開）

【令和6年度見込み】
　　・新任課長研修において、自主学習科目として「マスコミ対応のルール」の動画研修を実施
　　・広報の実務及び危機発生時のマスコミ対応に関する研修を受講

【令和7年度予定】
　　・新任課長研修及び新任係長研修において「マスコミ対応のルール」に関する研修を実施予定
　　・広報の実務に関する研修への積極的な参加

成果指標
指標名 考え方・定義・式

各種消耗品、備品等修繕など
1,330

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1.24

0.00

05決算 0 0 0 15,312

06当初予算 0 0 0 12,794

令和６年度
人員配置（人）

正規

再任用

07当初予算 0 0

0.00

1.45

12,794

12,915

役務費
横断幕掲示・取り外し

77 役務費

0

内容

横断幕掲示・取り外し

12,915

内容 金額

需用費
各種消耗品、備品等修繕など

1,130 需用費

75
負担金補助及
び交付金

日本広報協会年会費、各種研修
出席負担金など 75

その他
報償費、旅費、備品購入費など

390 その他
報償費、旅費、備品購入費など

245

合計（Ａ） 2,162 合計（Ｂ） 2,283

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 121

主な
理由

広報あかし編集用ソフトの導入パソコン増に伴う消耗品費の増

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

143

使用料及び賃
借料

コピー使用料、撮影用船借上
料、新聞等著作物複製利用料 490

使用料及び賃
借料

コピー使用料、撮影用船借上
料、新聞等著作物複製利用料 490

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

日本広報協会年会費、各種研修
出席負担金など



30

○

○

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
広報紙発行事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107201000-002

予算所管課 政策局広報プロモーション室広報課
連絡先 (078)918-5001

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

事業 広報刊行物発行事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
・本市行政の取り組みを、月2回の広報紙発行を通じて、市民にしっかりと伝えることにより、行政サービスの利用を促進するとともに、市民
に市政への理解や関心を深めてもらい、市政への参加を促す。
・情報不足になりがちな視覚障害者に市政情報を提供することにより、その生活を支援するとともに、社会参加の意識を醸成する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

配布数
各年6月1日

広報あかしの新聞折込、宅配、アプリ配信件数の合計 令和７年度 部 100,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

市の中心的な広報媒体「広報あかし」の制作および視覚障害者向けの点字・音訳広報の発行
　○「広報あかし」
　　・発行日／毎月1日、15日　　・規格／タブロイド判、フルカラー（1日号＝12ページ、15日号＝8ページ）
　　・発行部数／78,450部
　　・配布方法／①新聞折込　55,050部（R7.1.1現在）　②シルバー人材センターによる宅配　14,600部（R7.1.1現在）
      　　　         ③各市民センター窓口などで配布　8,800部（R7.1.1現在）　④アプリによる配信　17,150件（R7.1.1現在）
　○「広報あかし」特別号
　　市政の重要なテーマを取り上げ、市民にわかりやすく、丁寧に伝えるために、増ページをして発行。
　　・規格／タブロイド版、フルカラー4ページまたは8ページ。R6年度は「みんなでつくろう明石のみらい」をテーマにあかしこども新聞を発行（9月15日号）
　○広報あかし点字版　36部発行（R7.１.1現在）、毎月1日・15日に視覚障害者に郵送（B5判24ページ）
　　　　　　　　　　　　　　　委託先／社会福祉法人兵庫県視覚障害者福祉協会
　○広報あかし音訳版　36部作成（R7.1.1現在）　毎月1日・15日に視覚障害者に郵送（録音データを収録したCD）
　　　　　　　　　　　　　　　委託先／明朗会（社協登録　朗読ボランティア団体）

【令和5年度実績】
　○戸別宅配や店舗設置の促進を行った
【令和6年度見込み】
　○戸別宅配や店舗設置の促進、アプリ登録の周知を行う
【令和7年度予定】
　○戸別宅配の促進、アプリ登録の周知を行う
　○効果的な情報発信の方法を調査・研究する

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 85,454 正規 2.16 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 56,614 29,565 86,179 725 0

0 99,603 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 73,747 27,156 100,903 1,300 0

0 98,325 任期付 3.45 合計 5.6107当初予算 72,470 27,156 99,626 1,301 0

内容 金額

報償費
イラスト制作謝礼

120 報償費
イラスト制作謝礼

120令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
広報紙印刷ほか

33,983 需用費

委託料
広報紙新聞折込委託、点字・音
声版広報紙作成委託 23,440 委託料

広報紙新聞折込委託、点字・音
声版広報紙作成委託 20,000

広報紙印刷ほか
33,750

役務費
広報紙宅配料

16,204 役務費
広報紙宅配料

18,600

合計（Ａ） 73,747 合計（Ｂ） 72,470

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,277

主な
理由

新聞購読者数の減少に伴う新聞折込部数の減による委託料の減



6

○

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
ＣＡＴＶ放映事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107201000-003

予算所管課 政策局広報プロモーション室広報課
連絡先 (078)918-5001

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

事業 広報番組放送事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
・市政情報をケーブルテレビを通じて市民にお知らせし、市政への関心を高めてもらう。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

推定世帯視聴率
広報活動に関するアンケート調査（5年に１回実施）で「海峡のまち明
石」を「よく見る」「たまに見る」と回答する人の割合

令和10年度 ％ 25

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

他の広報媒体（広報紙、市ホームページなど）と連携した重要施策・新規事業などの市政情報の発信や明石のたからものの紹介など、地域に密着した、より
魅力ある番組づくりに努める。
＜参考＞令和6年12月末現在　加入世帯14,288世帯　再送信のみ36,844世帯　合計51,132世帯（「海峡のまち明石」視聴可能世帯数）

【令和5年度実績】
・月2本制作（本放送：24回）　本放送＝毎週月曜日20：00～20：15
・全番組に文字放送を実施（年間24回）
・聴覚障害者向けの手話番組制作（年間6本）

【令和6年度見込み】
・月2本制作（本放送：24回）　本放送＝毎週月曜日20：00～20：15
・全番組に文字放送を実施（年間24回）
・聴覚障害者向けの手話番組制作（年間6本）

【令和7年度予定】
・月2本制作（本放送：24回）　本放送＝毎週月曜日20：00～20：15
・全番組に文字放送を実施（年間24回）
・聴覚障害者向けの手話番組制作（年間6本）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 22,832 正規 0.41 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 18,744 5,265 24,009 1,177 0

0 19,997 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 18,744 3,321 22,065 2,068 0

0 19,996 任期付 0.00 合計 0.4107当初予算 18,744 3,321 22,065 2,069 0

内容 金額

委託料
番組制作・放映、ウェブ放送用
編集、文字放送制作 18,744 委託料

番組制作・放映、ウェブ放送用
編集、文字放送制作 18,744令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 18,744 合計（Ｂ） 18,744

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



10

○

○

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
ホームページ管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107201000-004

予算所管課 政策局広報プロモーション室広報課
連絡先 (078)918-5001

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

事業 ホームページ管理運営事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
・即時性があり情報量の多い、ホームページを活用し、市民等に市政情報等をお知らせすることで、市政への理解と関心を
持ってもらう。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

アクセス数（全ページ）
各年度のアクセス数により、市政情報に対する市民の関心の度合いを
測る指標とする

令和７年度 件 15,000,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

市ホームページの管理・運営やSNSによる情報発信を行う。
○市ホームページ　アクセス数（全ページ）
　　令和４年度＝19,843,869件（54,367件/日）　令和５年度＝13,986,743件（38,215件/日）
　　令和6年度＝ 9,076,217件(33,004件/日)　※R6.4.1～12.31の実績
○ＳＮＳの「フォロワー数」
　　令和５年７月１日現在 　 【X（旧ツイッター）】 9,470フォロワー　【フェイスブック】 2,995フォロワー
　　令和６年７月１日現在　　【X（旧ツイッター）】 9,681フォロワー  【フェイスブック】 3,047フォロワー
　　令和７年１月２８日現在　【X（旧ツイッター）】 10,084フォロワー  【フェイスブック】 3,114フォロワー

○あかし手話チャンネル（聴覚障害者の人向けに令和２年度開設）
　　広報あかしの特集など市からのお知らせを手話動画にしてYouTubeで配信。令和７年１月１日現在…149本配信済
〇YouTube動画「市長チャンネル」
　　令和３年１月スタート。令和７年１月１日現在…187本配信済

【令和５年度実績】
・より見やすく、情報を探しやすいホームページとするため、利用者アンケートを実施　　内容／ホームページの利用頻度・見やすさ・情報の探しやすさなどに
ついて　対象／ホームページ利用者　期間／令和5年7～8月　結果／153件の回答
【令和６年度見込み】
　・利用者が見やすく、情報を入手しやすい「すべての人にやさしい」ホームページを目指して全面リニューアルを行う
【令和7年度予定】
・職員を対象に、システムの操作方法を含め、より見やすく分かりやすいホームページ作成に関する研修を実施する。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 13,082 正規 1.19 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 2,147 10,935 13,082 0 0

0 18,517 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 13,926 10,591 24,517 6,000 0

0 13,029 任期付 0.34 合計 1.5307当初予算 2,438 10,591 13,029 0 0

内容 金額

役務費
データ通信用端末使用料

48 役務費
データ通信用端末使用料

48令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
市ホームページリニューアル費
用、サーバー保守委託など 13,878 委託料

 

市ホームページリニューアル費
用、サーバー保守委託など 2,390

合計（Ａ） 13,926 合計（Ｂ） 2,438

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -11,488

主な
理由

市ホームページのリニューアル業務委託が完了したことによる委託料の減
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○

○

その他
イベント会場使用料、大阪・関西
万博関連負担金等 530

合計（Ａ） 16,149 合計（Ｂ） 6,274

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -9,875

主な
理由

花火大会実施にかかる調査及び大阪・関西万博準備に係る委託料の減

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

300

需用費
印刷物、事務用品等

869 需用費
印刷物、事務用品等

812

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
傷害保険料、広告料、郵送料等

900 役務費
傷害保険料、広告料、郵送料等

1,032

委託料
大阪・関西万博を契機とした明石の魅
力発信、時のまち・海のまちPR経費等 13,100 委託料

大阪・関西万博、時のまち・海の
まちPR経費等 3,500

その他
イベント会場使用料、LINE公式
アカウント使用料等 710

07当初予算 0 0

0.00

1.50

27,239

17,364

旅費
首都圏在住者向けプロモーショ
ン等旅費 350 旅費

0

内容

首都圏在住者向けプロモーショ
ン等旅費

17,364

内容 金額

報償費
ふるさと大使報償費等

220 報償費
ふるさと大使報償費

100

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1.30

0.00

05決算 2,095 0 0 16,730

06当初予算 0 0 0 27,239

令和６年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子育て世帯を中心に明石の特色ある施策や気候、利便性といった魅力を積極的に発信することで、市の認知度の向上や交
流人口の増加、引っ越し先として明石市が選ばれることを目指す。また、市民自らが進んで市の魅力を外に向けて発信して
もらえるよう、「明石に住んでいることを誇りに思う」「住み続けたい」といったシビックプライドの醸成を目指す。

事
業
内
容

【令和5年度実績】
・半夏生前日の7月1日に、明石たこ大使であるさかなクンを活用したトークショー（参加者約800人）を行った。
・時のまち明石を発信するため、天文科学館と連携し、時の記念日配信など年に3回ライブ配信を行った（動画再生回数約13,000回）。
プラネタリウム100周年を記念し、時のまち明石と明石のたからものであるプラネタリウムのPRのため、天文科学館と連携し、オンラインイベントや山陽電車
とのコラボ企画を行った。
・明石をふるさととする著名人読売巨人軍山﨑伊織選手による明石の魅力発信動画の作成を行った（動画再生回数約3,600回）。
・明石の子育て支援施策や住環境について、パンフレット配布を行うほか、ホームページやＳＮＳを活用した情報発信を行った。

【令和6年度見込み】
・時のまち明石を発信するため、天文科学館と連携し、夕焼けパンダ動画配信イベント等を行った。（動画再生回数約3,100回）
・海のまち明石を発信するため、明石たこ大使であるさかなクンを活用したイベント（参加者約300名）を行った。
・歴史のまち明石を発信するため、「源氏物語のゆかりの地である明石」の魅力を発信できる取り組みを行った。
・明石が持つまちの魅力を市内外に発信するため、ホームページのリニューアルやＳＮＳを活用した情報発信を行った。

【令和7年度実施予定】
・大阪・関西万博に合わせ、明石への来街を促すため、兵庫県や東播磨3市2町で連携した取り組みを行うほか、明石観光協会と連携して進めている「ひょう
ごフィールドパビリオン」や、観光協会と明石商工会議所と連携する「ひょうご楽市楽座」による誘客等を行う。
・海峡・時・食・歴史のまち明石を市内外に発信するため、明石ふるさと大使を活用した取り組み等を行う。
・明石の子育て支援施策や住環境など、明石が持つまちの魅力を市外に発信するため、ホームページやＳＮＳ等を活用した情報発信を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

事業 シティセールス事業

施策分野
6 行政経営分野

事務事業名
シティセールス事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107202000-001

予算所管課 政策局広報プロモーション室シティセールス課
連絡先 (078)918-5263

令和７年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.20

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

5,755

16,149

6,274

13,070

11,090

11,090

18,825 0.00

目標年次 単位 目標値

子育て世代の転入超過
数

子育て世代（25歳～39歳）に向けたシティセールスの取り組みにより
本市が「選ばれるまち」となることによる転入超過数

令和7年度 人 870

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○
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○

○

合計（Ａ） 378,700 合計（Ｂ） 406,359

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 27,659

主な
理由

ふるさと納税寄附金の歳入予算増加に伴う歳出予算増

印刷物作成等
250

役務費
指定納付受託者等への手数料、
広告料 30,982 役務費

各種ポータルサイト利用手数料、指
定納付受託者等への手数料 93,066

使用料及び賃
借料

事業者説明会会場使用料
30

使用料及び賃
借料

事業者説明会会場使用料
30

内容 金額

旅費
先進地視察等

140 旅費
先進地視察等

140令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
印刷物作成等

250 需用費

委託料
返礼品受発注業務委託、受付業
務委託等 347,298 委託料

返礼品受発注業務委託、受付業
務委託等 312,873

750,000 -338,221 任期付 0.20 合計 0.8007当初予算 406,359 5,420 411,779 0 0

700,000 -315,880 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 378,700 5,420 384,120 0 0

658,241 -326,629 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 322,362 9,250 331,612 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○ ○○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和5年度実績】
・ふるさと納税受付サイトのさらなる拡充を行うと共に、返礼品の一層の充実に努めた。
・リピーター獲得のため前年寄附者へのアプローチを継続した他、市外PR拠点へのチラシ送付を行った。
・企業版ふるさと納税の制度運用を行い、相手方・庁内との調整を図って寄附を獲得した。

【令和6年度見込み】
・ふるさと納税受付サイトのさらなる拡充の検討を行うとともに、新規返礼品の充実に努めた。
・リピーター獲得や、新たな寄附者獲得のための情報発信の手法について調査・研究を行い、寄附の獲得に努めた。

【令和7年度実施予定】
・ふるさと納税受付サイトの取捨選択の検討を行うとともに、返礼品の充実に努める。
・情報発信の手法について調査・研究を行い、寄附の獲得に努める。
（参考）
◎ふるさと納税（寄附金）実績
H27  6,075千円　　H28　6,473千円　　Ｈ29　5,384千円　Ｈ30　102,825千円　R1　281,108千円　R2　412,059千円　R3　494,413千円
R4　597,882千円　R5　658,241千円　R6　800,000千円（見込み）
◎企業版ふるさと納税（寄附金）実績
R2　10,000千円　　R3　10,000千円　R4　11,500千円　R5　10,000千円　R6　7,600千円（見込み）

ふるさと納税（寄附金）制度の利用を目的とした明石市に対する個人
寄附額

令和7年度 千円 750,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石を代表する産品や市内企業の優良製品など返礼品のラインナップを強化し、より多くの方に明石の魅力を実感していた
だき、明石の応援団を増やすとともに、本市への寄附を促進することにより、ふるさと納税による歳入を確保する。
また、企業版ふるさと納税の寄附促進・基金運用を行う。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

寄附金額

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

地方税法、地域再生法事業 ふるさと納税促進事業

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
ふるさと納税促進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107202000-002

予算所管課 政策局広報プロモーション室シティセールス課
連絡先 (078)918-5263



○

○

合計（Ａ） 2,271 合計（Ｂ） 1,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -871

主な
理由

とき打ち太鼓ロボット停止措置に伴う需要費、委託料の減

広域観光団体分担金等
401

負担金補助及
び交付金

広域観光団体分担金等
481

内容 金額

需用費
修繕料、印刷製本費等

1,299 需用費
観光案内看板等の維持管理

999令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
とき打ち太鼓ロボットの維持管
理 491

負担金補助及
び交付金

0 10,060 任期付 0.20 合計 1.2007当初予算 1,400 8,660 10,060 0 0

0 10,931 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 2,271 8,660 10,931 0 0

0 7,463 正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 3,413 4,050 7,463 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①市内各所に設置されている観光案内看板等の維持管理
・観光案内看板等、市内に70箇所設置
・その他管理施設・・・中部幾次郎銅像、とき打ち太鼓櫓

【修繕等箇所】
令和３年度＝3箇所（とき打ち太鼓ロボット＝1箇所、観光案内看板等＝2箇所）
令和４年度＝5箇所（とき打ち太鼓ロボット＝3箇所、観光案内看板等＝2箇所）
令和５年度＝3箇所（とき打ち太鼓ロボット＝2箇所、観光案内看板等＝１箇所）
令和６年度＝2箇所（とき打ち太鼓櫓＝2箇所）
令和７年度＝5箇所（とき打ち太鼓櫓修繕、観光案内看板等＝4箇所）（予定）

　
　

兵庫県観光客動態調査に基づく観光客数を指標とする。 令和7年度 人 5,000,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民及び市外からの観光客がより市内を快適に観光できるように、観光案内看板等観光関連施設の維持管理及び観光環
境を整備し、観光客の誘致を進めるとともに、訪れた観光客の利便性向上を図り、にぎわいを創出する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

観光入込客数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 観光費
根拠法令
・要綱等

観光立国推進基本法事業 観光振興基盤整備事業

施策分野
3 産業・観光分野

3-4 観光の振興
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 商工費 連絡先

項 商工費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
観光振興基盤整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107202000-003

予算所管課 政策局広報プロモーション室シティセールス課
連絡先 (078)918-5263



○ ○

○

合計（Ａ） 88,098 合計（Ｂ） 93,963

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 5,865

主な
理由

人件費の高騰に伴う補助金増
観光実態・ニーズ調査業務に係る委託料増

明石観光協会運営補助金
86,405

内容 金額

委託料
魅力発信業務委託

5,393 委託料
魅力発信業務委託、観光実態・
ニーズ調査業務委託 7,558令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

明石観光協会運営補助金
82,705

負担金補助及
び交付金

0 101,813 任期付 0.20 合計 1.1007当初予算 93,963 7,850 101,813 0 0

0 95,948 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 88,098 7,850 95,948 0 0

0 89,938 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 86,698 3,240 89,938 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

明石観光協会運営補助金を交付するなど、(一社)明石観光協会の運営、事業に対する支援を行う。（市で取り組んでいた観光関連事業を平成28年度より
観光協会に事業移管）

【主な内容】
１　明石の観光地を紹介するパンフレット（明石巡り、明石市街地マップなど）の制作、増刷及び配布
２　あかし案内所の運営、維持管理
３　他自治体や民間団体との連携により、市外・県外における明石の観光ＰＲの実施
４　キャラクターを活用した明石の観光PRの実施
５　ドラマ・映画などの誘致を通して、明石の知名度向上及び観光客誘致を図るフィルムコミッション・ロケ支援事業の実施
６　明石焼関連事業
７　観光ボランティア事業
８　外国人旅行者の受け入れ体制づくり（多言語パンフレットの作成、インバウンド対応）
９　各種メディアを活用したプロモーション事業の実施
１０　ユニバーサルツーリズムの推進

令和６年度においては、兵庫県が大阪・関西万博を機に展開する「ひょうごフィールドパビリオン」における観光ＰＲやツアー運営を行ったほか、NPO法人と
連携してユニバーサルツーリズム推進のための講座を実施。

令和７年度においては、大阪・関西万博の開催期間中に実施される「ひょうごフィールドパビリオン」、「ひょうご楽市楽座」における観光PRや、明石市の観光
基本構想の改定に向けて、明石への来訪者や観光事業者などを対象とした調査を実施予定。

兵庫県観光客動態調査に基づく観光客数を指標とする。 令和7年度 人 5,000,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市の観光施策実施主体である(一社)明石観光協会への運営補助金の交付等を通じて明石の観光情報をよりわかりやすく発
信し、観光客の誘致を推進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

観光入込客数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 観光費
根拠法令
・要綱等

観光立国推進基本法事業 観光協会支援事業

施策分野
3 産業・観光分野

3-4 観光の振興
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 商工費 連絡先

項 商工費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
観光協会支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107202000-004

予算所管課 政策局広報プロモーション室シティセールス課
連絡先 (078)918-5263



28

○

○

合計（Ａ） 46,450 合計（Ｂ） 46,130

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -320

主な
理由

負担金補助及び交付金の削減

警備案内業務、広場維持管理業
務、自主イベント事業等 31,922

使用料及び賃
借料

コピー、サイネージサービス等使
用料 2,068

使用料及び賃
借料

コピー、サイネージサービス等使
用料 2,068

その他
電話代、インターネット使用料、
イベント講師等謝礼、旅費等 900 その他

電話代、インターネット使用料、
イベント講師等謝礼、旅費等 900

負担金補助及
び交付金

光熱水費等負担金
7,500

負担金補助及
び交付金

光熱水費等負担金
7,200

内容 金額

需用費
修繕料、事務用品購入費、印刷
費等 3,260 需用費

修繕料、事務用品購入費、印刷
費等 3,260令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
警備案内業務、広場維持管理業
務、自主イベント事業等 31,922 委託料

備品購入費
貸出備品等購入費用

800 備品購入費
貸出備品等購入費用

780

10,625 69,325 任期付 4.00 合計 8.2007当初予算 46,130 33,820 79,950 0 0

6,625 73,645 再任用 1.00 その他 1.0006当初予算 46,450 33,820 80,270 0 0

0 72,094 正規 2.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 38,824 33,820 72,644 550 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

・市民の憩いと交流の場を提供する。
・来街を促進する事業を実施することにより、駅前の賑わいの創出を図る。
・来街者に対し情報発信を行い、中心市街地への回遊性向上を図る。
これらのことをねらいとして、よりよい施設管理と事業を行うため、令和2年度から市の直営であかし市民広場の管理運営を行っている。

【業務内容】（平成30年度～令和元年度：指定管理者制度、令和2年度～：直営）
貸館事業、自主イベント事業、情報発信事業、デジタルサイネージ一括運営管理事業、施設・附属設備等維持管理事業、その他管理事業

【各年度利用率】（平成30年度～令和元年度：仕様書における要求水準60％以上）
平成30年度：78％（平成30年9月より営利利用・非営利利用別の料金を適用）
令和元年度：77％
令和２年度：47％　（新型コロナウイルス感染症によりイベント使用の停止や中止が発生）
令和３年度：88％　（新型コロナウイルスワクチン集団接種等で使用）
令和４年度：86％　（新型コロナウイルスワクチン集団接種、全国豊かな海づくり大会兵庫大会関連行事、市主催・共催イベント等で使用）
令和５年度：69％   （令和5年6月末までマイナポイント申請サポートとして使用後、同年7月より一般イベント使用再開）
令和６年度（見込み）：70％

年間の開館日に対する使用日（１日のうち広場を貸館又は自主イベン
ト事業のどちらかで使用がある日）の比率。

令和7年度 ％ 70

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石駅前に賑わいと憩いの空間を創出する。
来街者を呼び込み周辺地域へと送り出す拠点になるよう、あかし市民広場の管理運営を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

広場利用率（年間）

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 観光費
根拠法令
・要綱等

あかし市民広場条例事業 あかし市民広場管理運営事業

施策分野
3 産業・観光分野

3-4 観光の振興
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 商工費 連絡先

項 商工費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
あかし市民広場管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107202000-005

予算所管課 政策局広報プロモーション室シティセールス課
連絡先 (078)918-9750



2

○

○

合計（Ａ） 21,404 合計（Ｂ） 20,904

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -500

主な
理由

委託業務の見直しに伴う減

火災保険
70

委託料
みんなのトイレ等管理（清掃、警
備等） 10,554 委託料

みんなのトイレ等管理（清掃、警
備等） 10,054

負担金補助及
び交付金

共用部分負担金（電気料金、清
掃費等） 700

負担金補助及
び交付金

共用部分負担金（電気料金、清
掃費等） 700

内容 金額

需用費
水道料金

2,040 需用費
水道料金

2,040令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
火災保険

70 役務費

使用料及び賃
借料

賃料、電気料金、空調機器使用
料等 8,040

使用料及び賃
借料

賃料、電気料金、空調機器使用
料等 8,040

0 29,564 任期付 0.20 合計 1.2007当初予算 20,904 8,660 29,564 0 0

0 30,064 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 21,404 8,660 30,064 0 0

0 21,067 正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 17,597 3,470 21,067 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

・令和元年度、あかし案内所内に整備した、誰でも自由に利用できる公共トイレや、小さな子どもへの授乳やおむつ交換ができる子育てサポート室の管理・
運営を行う。なお、みんなのトイレ及び子育てサポート室の管理・運営については、(一社)明石観光協会に委託する。
・観光客や障害者、高齢者など多様な利用者の問い合わせやニーズに対応できるよう、提供する情報の拡充等、案内機能の充実を図る。
・バリアフリー観光や重度障害者介助等のニーズに対しては、他市での実績もあるNPO法人と連携して実施する。

【来客数実績等】
令和４年度：25,203人
令和５年度：25,167人
令和６年度見込み：25,000人

案内所を活用する来客数を指標とする。 令和７年度 人 30,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石駅前周辺で時間を過ごすすべての人が、居心地の良さや過ごしやすさを感じられるよう、多様なニーズに応じた情報の
提供やサポート及び関係機関との調整を行うとともに、誰もが利用しやすいユニバーサルデザインの公共トイレ等を管理・運
営する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

あかし案内所の来客数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 観光費
根拠法令
・要綱等

障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律

事業 あかし案内所管理運営事業

施策分野
3 産業・観光分野

3-4 観光の振興
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 商工費 連絡先

項 商工費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
あかし案内所管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107202000-006

予算所管課 政策局広報プロモーション室シティセールス課
連絡先 (078)918-5263



35

○

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

0.00

講座、観望会、Youtube
配信等

市民文化の高揚のため、天文学や子午線等に関する情報を伝える講
座や移動式プラネタリウム、SNS（Youtube配信等）の回数

令和７年度 回 100

目標年次 単位 目標値

入館者数等 入館者数、主催イベント等参加者数 令和７年度 人 80,000

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計1.90

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

23,593

30,670

27,498

70,870

67,060

67,060

94,463

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
プラネタリウム・展示・運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107203000-001

予算所管課 政策局広報プロモーション室天文科学館
連絡先 (078)919-5000

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 商工費 連絡先

項 商工費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 天文科学館費
根拠法令
・要綱等

明石市立天文科学館条例、博物館法事業 プラネタリウム・展示・運営事業

施策分野
3 産業・観光分野

3-4 観光の振興
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
社会教育施設としての事業展開を行うとともに、時のまち明石の全国発信を行う。

事
業
内
容

【令和5年度実績】
①プラネタリウム100周年記念事業の実施
　・プラネタリウムの歴史や日本全国・全世界のプラネタリウムに関する資料パネル、オリジナル映像などによる特別展「プラネタリウム展」
 　や、100周年記念日となる10月21日を中心に全国施設と連携したイベントを開催した。（222千円）
　・100周年を記念したグッズの製作・販売を行うとともに、エントランスエリアのリフレッシュをおこない、来館者の利便性・快適性を高めた。（1,042千円）
②新規天文ボランティアの募集及び育成並びに活動を完全再開した。

【令和6年度見込み】
①プラネタリウム100周年の取組
　・老朽化した移動式プラネタリウム投影機を更新し、市内小中学校を中心に活用の場を増やし、プラネタリウムの更なる魅力発信を行う。（2,999千円）
　・リニューアルによりグッズ販売が好調であるミュージアムショップの充実を図るため、引き続き100周年記念グッズの製作・販売を行う。（492千円）
②地球環境学習への取組みとして、写真展「自然を楽しむ科学の眼」を特別展として開催した。（399千円）

【令和7年度実施予定】
①5月7日にプラネタリウム100周年がグランドフィナーレを迎えるにあたり、全国各地で開催された100周年企画を振り返るとともに、シゴセンジャー20周年
   を振り返る特別展「プラネタリウム100周年×シゴセンジャー20周年」を開催する。
②より鮮明な全天周映像を投影出来るよう、プラネタリウム全天周映像用プロジェクターを、高輝度・高解像度の機種に更新する。（2,800千円）
③年度後半の休館期間においては、館外での観望会、天文講座、特別展などの積極的な実施、オンライン配信の充実など、天文科学館の魅力発信に
　 努め、また学校園の生徒・児童の学習機会が減少することのないよう、移動式プラネタリウムの稼働回数を増やすなどの取り組みを行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

天ﾎﾞﾗ、投影用原画作成、講演
会、ﾅｲﾄﾐｭｰｼﾞｱﾑ出演者謝礼等 3,073

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

6.60

1.10

05決算 1,594 0 51,679 41,190

06当初予算 0 3,000 47,562 47,168

令和６年度
人員配置（人）

正規

再任用

その他
ｺﾋﾟｰ使用料、ﾚｼﾞｽﾀｰ賃借料、日
本博物館協議会費、旅費等 1,769

07当初予算 0 2,500

1.00

10.60

97,730

94,558

需用費
展示資料、天文・投影解説ﾊﾟﾝﾌ
ﾚｯﾄ、行事ﾁﾗｼ、懸垂幕、ｸﾞｯｽﾞ等 10,062 需用費

36,081

内容

展示資材、天文・投影解説ﾊﾟﾝﾌ
ﾚｯﾄ、行事ﾁﾗｼ、懸垂幕、ｸﾞｯｽﾞ等

55,977

内容 金額

報償費
天ﾎﾞﾗ、投影用原画作成、講演
会、ﾅｲﾄﾐｭｰｼﾞｱﾑ出演者謝礼等 5,355 報償費

6,740 委託料
館広報誌、投影番組、ｶﾚﾝﾀﾞｰ、
特別展関連制作等 6,085

備品購入費
移動式ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ投影機、屋外
ﾍﾞﾝﾁ、ﾏｶﾞｼﾞﾝﾗｯｸ等 3,561 備品購入費

ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ全天周映像用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾀｰ、天体望遠鏡、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ 3,080

その他
ｺﾋﾟｰ使用料、ｲﾍﾞﾝﾄ会場使用
料、各種協議会等会費、旅費等 1,731

合計（Ａ） 30,670 合計（Ｂ） 27,498

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,172

主な
理由

休館期間中の特別展および館内イベント関連費用（出演者謝礼、チラシ製作
費、委託料等）が減額となるため。

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

10,121

役務費
展示資料、楽器運搬費、天ﾎﾞﾗ・
行事保険、電話・広告料等 3,183 役務費

展示資料・楽器運搬費、天ﾎﾞﾗ・
行事保険、電話・広告料等 3,408

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
館広報誌、投影番組、ｶﾚﾝﾀﾞｰ、
特別展関連制作等
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○

○

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
天文科学館施設維持管理事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107203000-002

予算所管課 政策局広報プロモーション室天文科学館
連絡先 (078)919-5000

商工費 連絡先

項 商工費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 天文科学館費
根拠法令
・要綱等

明石市立天文科学館条例、博物館法、建築基
準法、消防法、電気事業法

事業 天文科学館施設維持管理事業

施策分野
3 産業・観光分野

3-4 観光の振興
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
入館者が安全・安心・快適に施設を利用できるように、天文科学館の施設及び設備全般を適正に維持管理する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設設備の不具合による来館
者に及ぼす重大な影響件数

施設設備の適正な維持管理ができていれば、入館者が安全・安心か
つ快適に施設見学ができる。

令和７年度 件 0

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和5年度実績】
①施設保全として長期保全計画に基づき修繕を行った。（契約額5,482千円)
②プラネタリウムドーム非常口用扉の修繕を行った。（契約額935千円）
③券売機更新及び受付カウンターの修繕を行い、１階のリニューアルを図った。（契約額2,020千円）
④長期継続契約（契約期間：3年）による、受付案内等業務及び清掃・警備業務委託を行った。（契約額37,926千円）

【令和6年度見込み】
①施設保全として長期保全計画に基づき修繕を行う。（予算額5,180千円)
②外壁タイル全面改修及び4階屋上防水改修に向けた設計を行った。（契約額5,170千円）
④来館者の時と宇宙に関する学習の充実を図り、またより快適に滞在してもらうことを目的とし、館内展示エリアのリフレッシュを行うとともに、
　 日本標準時子午線を中心とした館のＰＲ強化を目的とし、館内外において、フォトスポットや立体サインなどの整備を行う。（予算額25,000千円）

【令和7年度実施予定】
①1998年の震災リニューアルから約27年が経過し、耐用年数到達による劣化が著しい空調設備改修および、外壁改修、屋上防水工事を行うため、
　 工事期間中、天文科学館を休館する。併せて照明のLED化による環境に配慮した整備を行う。（予算額481,900千円）
②休館期間を利用し、エレベーターの高速化、プラネタリウム音響設備の更新など、天文科学館の魅力向上を行うための施設整備を行う。
　　（予算額107,000千円）
③施設保全として長期保全計画に基づき修繕を行う。（予算額6,180千円)

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

4,322 123,340 正規 2.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 104,532 23,130 127,662 0 0

4,400 118,822 再任用 0.90 その他 0.0006当初予算 133,082 23,140 156,222 0 33,000

2,600 168,513 任期付 0.10 合計 3.4007当初予算 679,773 23,140 702,913 0 531,800

内容 金額

需用費
施設保全用修繕、光熱水費、ﾌﾟﾗ
ﾈﾀﾘｳﾑ用消耗品等 21,000 需用費

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ・ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ音響・天体
望遠鏡修繕、光熱水費等 128,410令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
ﾄﾞｰﾑ内座席清掃、ﾈｯﾄﾜｰｸ回線
利用料、展示解説文翻訳料等 775 役務費

使用料及び賃
借料

土地賃借料、駐車場賃借料、券
売機賃借料等 22,456

使用料及び賃
借料

土地賃借料、駐車場賃借料、券
売機賃借料等 22,585

簡易専用水道検査、ﾄﾞｰﾑ内座席
清掃、ﾈｯﾄﾜｰｸ回線利用料等 450

委託料
受付・清掃・警備業務、保守点検
業務、環境学習展示整備等 88,182 委託料

受付案内業務、清掃・警備業
務、各種保守点検業務等 46,328

備品購入費
機械室用ラック、キャビネット

100

備品購入費
ＣＤﾌﾟﾚｲﾔｰ、高圧洗浄機、動画
編集用ﾊﾟｿｺﾝ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ等 669 工事請負費

空調設備改修・照明LED化工
事、外壁改修・屋上防水工事 481,900

合計（Ａ） 133,082 合計（Ｂ） 679,773

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 546,691

主な
理由

休館期間中における空調設備改修・照明LED化工事、外壁改修・屋上防水工
事に伴う工事請負費の増加及び、エレベーター・プラネタリウム音響設備・天体
望遠鏡修繕に伴う需用費の増加による。
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○

その他
旅費・コピー機使用料・研修負担
金 75

合計（Ａ） 943 合計（Ｂ） 1,063

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 120

主な
理由

備品購入費の増

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

204

需用費
消耗品費（保育ルーム関連の経
費等） 204 役務費

保育ルーム傷害保険等
54

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
保育ルーム傷害保険等

54 委託料
ＣＳ研修実施委託料

480

委託料
ＣＳ研修実施委託料

480 備品購入費
備品購入費

150

その他
コピー機使用料・研修負担金・備
品購入費 95

07当初予算 0 0

0.00

7.25

27,868

27,988

旅費
研修旅費

10 需用費

0

内容

消耗品費（保育ルーム関連の経
費等）

27,988

内容 金額

報償費
ＣＳ研修講師謝礼

100 報償費
ＣＳ研修講師謝礼

100

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1.25

0.00

05決算 0 0 0 25,440

06当初予算 0 0 0 27,868

令和６年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市役所の総合案内窓口として迅速かつ的確に来庁者への案内を行うとともに、本市職員を対象としたCS研修を実施して、職
員一人ひとりの接遇マナーの向上を図る。

事
業
内
容

１　案内業務の実施
　　来庁者への案内業務として、本庁舎１階正面での案内と併せ、同２階にフロアマネージャーを配置する。
・令和５年度　　　　　　　　　　   総合案内係応対件数  243日   83,316件
・令和６年度（12月末現在）　 　総合案内係応対件数　186日　 61,477件　　（令和６年度（見込み）　　　　 　総合案内係応対件数　243日　 84,000件）
・令和７年度（見込み）　　　　 　総合案内係応対件数　242日　 90,000件
　
２　保育ルームの運営
　　乳幼児連れ来庁者の利便を図るため、市役所庁舎内に保育ルームを設置し、一時託児業務や授乳・おむつ替えスペースを提供する。
・令和５年度　　　　　　　　　     保育ルーム利用件数  243日　　　  999件
・令和６年度（12月末現在）   　保育ルーム利用件数　186日　　　  745件　　（令和６年度（見込み） 　　     保育ルーム利用件数  243日　　1,000件）
・令和７年度（見込み） 　　　    保育ルーム利用件数  242日　　  1,000件
　
３　ＣＳ研修の実施
　　本市職員に対するＣＳ研修として、階層別研修や職種別スキルアップ研修などを実施する。
・令和５年度　　　　　　　　　 　   接遇研修　１件 　接遇研修資料提供　２件
・令和６年度（12月末現在）　    接遇研修　１件 　接遇研修資料提供　２件　 （令和６年度（見込み）  　 　 接遇研修　１件 　接遇研修資料提供　２件）
・令和７年度（見込み）　  　 　　 接遇研修　１件 　接遇研修資料提供　２件

成果指標
指標名 考え方・定義・式

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 一般管理費
根拠法令
・要綱等

明石市庁舎保育ルーム運営要綱事業 総合案内事務事業

施策分野
6 行政経営分野

事務事業名
総合案内事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-001

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5188

令和７年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計6.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

315

943

1,063

25,125

26,925

26,925

25,440 0.00

保育ルーム
利用件数

託児・授乳・おむつ替え件数（目標値の設定は、事業内容上適当でな
いため実績値のみ記載）

件

目標年次 単位 目標値

総合案内
応対件数

来庁者への案内件数及び駐車券磁気処理件数(目標値の設定は事業
内容上適当でないため実績値のみ記載)

件

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○
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○

○

合計（Ａ） 10,525 合計（Ｂ） 9,625

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -900

主な
理由

基金積立金の減

日常生活支援、身体介護支援等
600

扶助費
支援金、立替支援金、転居費用
補助、家賃補助等 7,500 扶助費

支援金、立替支援金、転居費用
補助、家賃補助等 7,500

その他
旅費等

195 その他
旅費等

195

積立金
基金積立金

1,010 積立金
基金積立金

110

内容 金額

報償費
委員報酬等

220 報償費
委員報酬等

220令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
日常生活支援、身体介護支援等

600 委託料

貸付金
貸付金

1,000 貸付金
貸付金

1,000

3,410 12,695 任期付 0.00 合計 0.8007当初予算 9,625 6,480 16,105 0 0

3,310 13,695 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 10,525 6,480 17,005 0 0

2,000 13,541 正規 0.80 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 8,251 7,290 15,541 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○ ○○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　犯罪被害者等に対する支援の実施
　　令和６年４月に改正施行された条例に基づく新たな支援策等の実施により、きめ細やかな支援を行うとともに、犯罪被害者等支援の啓発に努める。
　　【支援策】
　　　〇相談・情報提供支援
　　　　　・総合相談窓口の設置、各種の情報提供等
　　　〇日常生活支援
　　　　　・家事援助、介護支援者の派遣、配食サービスの補助、一時保育に要する費用の補助、教育関係費支援、
　　　　　 住居復旧・防犯対策費用の補助、家賃補助、転居費用の補助、宿泊費用の補助、就労準備金支援
　　　〇経済的支援
　　　　　・支援金、貸付金、立替支援金、特例給付金、真相究明支援、再提訴等支援、刑事裁判手続及び民事裁判手続に参加する場合の旅費の補助、
            財産開示手続及び第三者からの情報取得手続に要する費用の補助
　　【支援件数】
　　　・令和５年度　  　　　 　　　　　相談件数（延べ）　９件、　 支援金　２件、立替支援金　２件、再提訴等支援　１件 、転居費用補助　１件
　　　・令和６年度（12月末現在）   相談件数（延べ）　２件     支援金　２件
　　　・令和６年度（見込み）　　　   相談件数（延べ）　３件     支援金　３件
　　　・令和７年度（見込み）　　　 　相談件数（延べ）　３件     支援金　３件

２　旧優生保護法被害者等に対する支援の実施
　　令和３年１２月に施行された条例に基づき、旧優生保護法被害者等の尊厳回復及び支援を行う。
　　【支援策】　　　　　　　　　  　【支援件数】
　　　・相談・情報提供支援　　  ・令和５年度　　　　　　       　相談件数　０件　 　 支援金　０件
　　　・支援金　　　　　　　 　　    ・令和６年度（12月末現在）　相談件数　１件　　　支援金　０件
　　　　　　　　　　　　　　　 　　     ・令和６年度（見込み) 　　     相談件数　１件　　  支援金　０件
                                 　   　　 ・令和７年度（見込み) 　　     相談件数　１件　　  支援金　１件

犯罪被害者等及び旧優生保護法被害者等への支援件数（目標値の
設定は、事業内容上適当でないため実績値のみ記載）

件

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
誰もが犯罪被害に遭う可能性がある現在、すべての市民が安心して暮らせるまちづくりを進めていくため、犯罪被害者等に対し継続的かつきめ細やかな支
援を行うとともに、将来のセーフティネットとしての施策を推進する。
旧優生保護法の規定により強制的に不妊・中絶手術を受けた人及びその配偶者に寄り添って支援し、優生思想のないやさしいまちづくりを推進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

支援金等支給件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 一般管理費
根拠法令
・要綱等

明石市犯罪被害者等の権利及び支援に関する
条例
明石市旧優生保護法被害者等の尊厳回復及び
支援に関する条例

事業 犯罪被害者等支援事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
犯罪被害者等支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-002

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5002



○

合計（Ａ） 727 合計（Ｂ） 1,422

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 695

主な
理由

市民の声データベースサーバーの入替え（データ移行作業、旧サーバー廃棄
など）に伴う、業務委託費の増、及び賃借料の増

事務用品購入費等
69

役務費
傷害保険料

8 役務費
傷害保険料

8

使用料及び賃
借料

市民の声データベースサーバー
賃借料 225

使用料及び賃
借料

市民の声データベースサーバー
賃借料 353

内容 金額

旅費
近接地旅費

5 旅費
近接地旅費

5令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
事務用品購入費等

69 需用費

委託料
市民の声データベースシステム
の保守管理等 420 委託料

市民の声データベースシステムの保
守管理及びサーバー移行作業 987

0 19,642 任期付 0.90 合計 3.9007当初予算 1,422 18,220 19,642 0 0

0 18,947 再任用 2.00 その他 0.0006当初予算 727 18,220 18,947 0 0

0 20,509 正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 2,379 18,130 20,509 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　要望・提案等の対応
　　要望・提案等に誠実かつ迅速に対応するとともに、市民の声データベースシステムへ登録して庁内で情報共有を図る。
　　また、ホームページで市の考え方を公表し市政の透明性の向上に努める。
　・令和５年度　　　　　　　　 　  活動実績    680件
　・令和６年度（１２月末現在）  活動実績    485件  　令和６年度（見込み）　活動実績    650件
　・令和７年度（見込み）　 　　  活動実績    650件

２　市長陳情
　　複数の市民や各種団体からの意見や要望を文書で受け付ける。
　・令和５年度　　　　　　　　　   受付件数     12件
  ・令和６年度（１２月末現在）  受付件数      5件  　令和６年度（見込み）  受付件数     6件
  ・令和７年度（見込み）　　　   受付件数      6件

３　市政相談専用電話（窓口対応等含む）
　　市政に対する意見・要望を聴く市政相談専用電話を設置し「どこに聞けばいいのかわからない」といった市民の声に対応する。
　・令和５年度　　　　　　　　　   受付件数  1,239件
  ・令和６年度（１２月末現在）  受付件数　  818件　  令和６年度（見込み）  受付件数    1,100件
  ・令和７年度（見込み）　　　　 受付件数　1,100件

市に寄せられた要望・提案のうち、市政に反映された件数（一部実施・
実施予定を含む）

毎年度 件 60

専用電話利用件数
気軽に相談いただくことを目的に設置した市政相談専用電話の利用件
数（窓口対応等を含む）

毎年度 件 1,100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民の市政に対する要望、苦情等に対して誠実かつ迅速に対応し、その内容を施策又は事業の改善に反映するよう努め
る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

市民の声が市政に
反映された件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

明石市自治基本条例
明石市法令遵守の推進等に関する条例

事業 広聴事務事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
広聴事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-003

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5050



○

○

合計（Ａ） 13,349 合計（Ｂ） 12,458

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -891

主な
理由

前年度実績に伴う役務費及び扶助費の減

六法全書等参考図書、弁護士等
湯茶等 398

役務費
郵送料、裁判所手続手数料

1,151 役務費
郵送料、裁判所手続手数料

816

その他
旅費等

777 その他
旅費等

618

扶助費
養育費履行確保支援等

6,430 扶助費
養育費履行確保支援等

6,130

内容 金額

報償費
委員報酬等

351 報償費
委員報酬等

351令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
六法全書等参考図書、弁護士等
湯茶等 405 需用費

委託料
法律相談等委託料等

4,235 委託料
法律相談等委託料等

4,145

4,807 28,003 任期付 0.00 合計 4.5007当初予算 12,458 23,550 36,008 3,198 0

4,807 28,750 再任用 1.00 その他 2.0006当初予算 13,349 23,550 36,899 3,342 0

360 30,116 正規 1.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 7,066 26,790 33,856 3,380 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　各種市民相談の実施
　(１)　一般相談　　日常生活上の問題
　　　　　・令和５年度　　　　4,484件　　　・令和６年度（12月末現在）　　　　2,784件　　　・令和６年度（見込み）　　　　3,800件　　　・令和７年度（見込み）　　　　3,800件
  (２)　特別相談　　法律相談（市弁護士職員を含む）、法務・登記相談（司法書士）ほか
　　　　　・令和５年度　　　　1,396件　  　・令和６年度（12月末現在）   　　 1,071件　　 　・令和６年度（見込み）　　　　1,400件　　　・令和７年度（見込み）　　　　1,400件

２　こども養育支援の実施
　(１)　養育費確保支援
　　　　〇養育費等・親子交流取決めサポート　（取決めの仕方についての相談、調停申立てや公正証書作成等で支払った費用の補助）
　　　　　　・令和５年度　39件　　　　  ・令和６年度（12月末現在）　20件　　　　・令和６年度（見込み）　40件　　　・令和７年度（見込み）　40件
  　　　〇養育費立替支援事業　（こども１人あたり月額上限５万円、３か月間まで立替え）
　　　　　　・令和５年度  14件　　  　  ・令和６年度（12月末現在）　 3件　　　　・令和６年度（見込み）　12件　　　・令和７年度（見込み）　20件
  　　　〇養育費差押えサポート　（裁判所における財産開示手続及び第三者からの情報取得手続、債権執行手続に関する相談や費用の補助）
　　　　　　・令和５年度　1件　 　      ・令和６年度（12月末現在）　0件　　      ・令和６年度（見込み）　　3件　　　・令和７年度（見込み）　5件
  (２)　親子交流コーディネート　（連絡調整、受け渡しを実施）
　　　　　  ・令和５年度   104件　　   ・令和６年度（12月末現在）　63件　　   ・令和６年度（見込み）　90件　　　・令和７年度（見込み）　90件
  (３） こども養育専門相談　（公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC)大阪ファミリー相談室に委託し月１回実施）
　　　　　  ・令和５年度  27件　　　　  ・令和６年度（12月末現在）　20件　　  ・令和６年度（見込み） 　25件　　　・令和７年度（見込み）　25件

３　無戸籍者支援の実施
　　無戸籍２４時間相談ダイヤルを設置するとともに、戸籍を作るための裁判所への申立費用の補助を実施する。
　(１)　無戸籍者等の相談件数
　　　　　　・令和５年度  4件　　　　   ・令和６年度　0件（12月末現在）　  　    ・令和６年度（見込み）　2件　　　・令和７年度（見込み）　2件

各種相談の利用件数（目標値の設定は、事業内容上適当でないため
実績値のみ記載）

件

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民ニーズに対応する相談メニューを提供し、市民の生活の安定と満足度を向上させる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

各種相談件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

明石市こども総合支援条例
明石市こどもの養育費に関する条例

事業 市民相談事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
市民相談事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-004

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5002



63

○

合計（Ａ） 999 合計（Ｂ） 1,018

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 19

主な
理由

新聞代、コピー用紙の値上げによる需用費の増

制度に関する指導、相談に係る
謝礼 120

旅費
委員交通費、近接地旅費

30 旅費
委員交通費、近接地旅費

30

使用料及び賃
借料

コピー機使用料
48

使用料及び賃
借料

コピー機使用料
47

内容 金額

報酬
情報公開審査会・個人情報保護
審議会委員報酬 498 報酬

情報公開審査会・個人情報保護
審議会委員報酬 498令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
制度に関する指導、相談に係る
謝礼 120 報償費

需用費
消耗品費（新聞、コピー用紙、会
議用茶代等) 303 需用費

消耗品費（新聞、コピー用紙、会
議用茶代等) 323

260 11,813 任期付 1.00 合計 2.5507当初予算 1,018 11,055 12,073 0 0

260 11,794 再任用 1.00 その他 0.0006当初予算 999 11,055 12,054 0 0

117 9,263 正規 0.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 450 8,930 9,380 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　情報公開制度の運用
　(１)　公文書公開請求件数及び処理状況
　　　　　・令和５年度　　　　　　　　　　・請求184件　　・決定204件（・公開61件　・部分公開 122件　・非公開21件）
　　　　　・令和６年度（12月末現在）  ・請求156件　　・決定190件（・公開54件　・部分公開105件　・非公開31件）
　　　　　・令和６年度（見込み）　　　　・請求200件　　・決定200件　　　　　・令和７年度（見込み）　　　・請求200件　　・決定200件
　(２)　情報公開審査会の運営
　　　　  ・令和５年度    １回開催　　・令和６年度（12月末現在）　１回開催　 ・令和６年度（見込み）   １回開催　・令和７年度（見込み）　１回開催
２　個人情報保護制度の運用
　(１)　個人情報開示請求件数及び処理状況
　　　　　・令和５年度　　　　　　　　 　  ・請求90件　　・決定87件（・開示26件  ・部分開示53件　・不開示８件）
　　　　　・令和６年度（12月末現在）   ・請求77件　　・決定80件（・開示37件  ・部分開示37　・不開示６件）
      　   ・令和６年度（見込み）  　  　・請求90件　　・決定90件　      　　  ・令和７年度（見込み）  　  　・請求90件　　・決定90件
　(２)　個人情報保護審議会の運営
　　　　 ・令和５年度    １回開催　　 ・令和６年度（12月末現在）   １回開催　 ・令和６年度（見込み）   １回開催　・令和７年度（見込み）　１回開催
３　行政情報センターの運営
　(１）　市政情報の提供等
　　　　　・令和５年度　　　　　　　　　　　　1,876件（・相談案内235件　・閲覧785件　・DVD貸出０件　・コピー851件　・刊行物販売５件）
　　　　　・令和６年度（12月末現在） 　 　1,449件（・相談案内233件　・閲覧574件　・DVD貸出０件　・コピー642件　）※令和５年９月末刊行物販売は終了
　　　　　・令和６年度（見込み）　   　　 　 2,000件　　　　　　　　　　　　　　・令和７年度（見込み）　   　　　 2,000件

公開率＝（公開+部分公開）÷（公開+部分公開+非公開） 令和7年度 ％ 90

個人情報開示率 開示率＝（開示+部分開示）÷（開示+部分開示+不開示） 令和7年度 ％ 90

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民が必要とする市政情報が収集・整備され、市民がそれらの情報を十分に入手できる。
市民の知る権利が尊重され、条例に基づく公文書の公開請求への適切な対応がなされている。
法律及び条例に基づき、個人情報が適正に取り扱われ、保有個人情報の開示等の請求への適切な対応がなされている。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

公文書公開率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

明石市情報公開条例
個人情報の保護に関する法律
明石市個人情報保護法施行条例

事業 行政情報センター運営事業

施策分野
6 行政経営分野

6-3 市民ニーズに対応した行政経営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
行政情報センター運営事業

新規/継続 継続事業 事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-005

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5003



19

○

合計（Ａ） 1,757 合計（Ｂ） 1,687

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -70

主な
理由

オンブズマンの執務見直しによる報酬の減

全国行政苦情救済・オンブズマ
ン制度連絡会等 70

需用費
書籍購入費、事務用品購入費等

28 需用費
書籍購入費、事務用品購入費等

28

備品購入費
備品購入費

10 備品購入費
備品購入費

10

使用料及び賃
借料

研修会場使用料
9

使用料及び賃
借料

研修会場使用料
9

内容 金額

報酬
オンブズマン報酬

1,610 報酬
オンブズマン報酬

1,540令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
全国行政苦情救済・オンブズマ
ン制度連絡会等 70 旅費

委託料
調査委託料

30 委託料
調査委託料

30

0 6,017 任期付 0.10 合計 0.6007当初予算 1,687 4,330 6,017 0 0

0 6,087 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 1,757 4,330 6,087 0 0

0 5,278 正規 0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 958 4,320 5,278 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事務局への問合せ
　　市民等から寄せられる苦情申立ての相談や制度に関する問合せに対し、オンブズマン事務局（市民相談室職員）が応対して説明する。
　・令和５年度　　　　　　          １件
　・令和６年度（１２月末現在） 　３件　　令和６年度（見込み）　４件
　・令和７年度(見込み)　         ３件

２　オンブズマンの面談
　　市の業務や職員の行為によって自己の権利や利益を侵害された市民等からの相談を受け、オンブズマンが面談する。
  ・令和５年度　　　　　　           ３件
  ・令和６年度（１２月末現在）  　０件　　令和６年度（見込み）　１件
　・令和７年度(見込み)　　        ５件

３　オンブズマンへの苦情申立て・調査
　　市民等の苦情申立てを受け、オンブズマンが苦情者と市の双方から十分話を聴いたうえで、公正・中立的な判断を行う。
  ・令和５年度　　　　　　           ２件
　・令和６年度（１２月末現在）  　０件　　令和６年度（見込み）　１件
　・令和７年度(見込み)　          ３件

オンブズマンへの苦情申立て・調査件数（目標値の設定は、事業内容
上適当でないため実績値のみ記載）

件

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民の市政に関する苦情を公正かつ中立的な立場で簡易迅速に処理し、並びに行政の非違の是正等の勧告及び制度の改
善を求めるための意見を表明することにより、市民の権利利益の擁護を図り、もって開かれた市政のより一層の進展と市政
に対する市民の信頼の向上に資する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

苦情申立て等の件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 文書広報費
根拠法令
・要綱等

明石市自治基本条例
明石市法令遵守の推進等に関する条例

事業 行政オンブズマン事業

施策分野
6 行政経営分野

6-2 自立した地方行政の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
行政オンブズマン事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-006

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5050



28

○

○

合計（Ａ） 2,153 合計（Ｂ） 1,434

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -719

主な
理由

特定計量器定期検査業務委託料の減（昨年度の東部区域より、西部区域の検
査対象計量器数が少ないため）

全国特定市計量行政協議会
・全国計量行政会議　ほか 100

需用費
消耗品費

150 需用費
消耗品費、食糧費

153

負担金補助及
び交付金

全国特定市計量行政協議会団
体負担金 18

負担金補助及
び交付金

全国特定市計量行政協議会団
体負担金 18

使用料及び賃
借料

県市計量行政事務連絡協議会
4

内容 金額

報償費
計量月間行事(計量モニター)謝
礼 30 報償費

計量月間行事(計量モニター)謝
礼 30令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
全国特定市計量行政協議会
・全国計量行政会議　ほか 100 旅費

委託料
特定計量器定期検査業務
（東部） 1,855 委託料

特定計量器定期検査業務
（西部） 1,129

0 12,179 任期付 0.80 合計 1.8507当初予算 1,434 10,745 12,179 0 0

0 12,898 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 2,153 10,745 12,898 0 0

0 10,863 正規 1.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 1,338 9,525 10,863 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　特定計量器定期検査の実施及び指定定期検査機関の指導・監督
　　 適正計量の確保のため特定計量器の使用者に対し、指定定期検査機関による定期検査を実施。
　　 適切に検査業務が実施されるよう指導・監督を行う。
　　　・令和５年度　　　　　　　　　　　　　　　 定期検査実施器数(西部区域)570個
　　　・令和６年度（12月末現在・見込み）　 定期検査実施器数(東部区域)888個
　　　・令和７年度（見込み）　　　　 　　　　　定期検査実施器数(西部区域)570個
　
２　立入検査の実施
　　 不適正な計量商品の流通を防ぎ、事業者の正確計量意識を高めるため、特定商品販売事業者に対する商品量目立入検査などを
　実施する。
　　　・令和５年度　　　　　　　　　　　　　　　 立入事業者数　25事業者
　　　・令和６年度（12月末現在・見込み）　立入事業者数　26事業者
　　　・令和７年度（見込み）　　　　 　　　　　立入事業者数　26事業者

３　計量啓発事業の実施
　   計量に関する意識を高めるため、計量強調月間(11月)などにパネル展示を行う。
　　　・令和５年度　　 　　　　　　　 　　　　　 計量強調月間にパネル展示
　　　・令和６年度（12月末現在・見込み）　計量強調月間にパネル展示
　　　・令和７年度（見込み） 　　　  　　　　　計量強調月間にパネル展示

商品量目立入検査を実施した店舗のうち、不適切な商品の割合が基
準以下だった店舗数／総立入検査実施店舗数×100

毎年度 ％ 100

定期検査の
適正計量器率

定期検査を受検した特定計量器のうち、合格した特定計量器数／受
検した特定計量器数×100

毎年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
計量思想の普及啓発による市民の意識向上と、定期検査及び立入検査等によって市内事業者の適正計量の実施を確保す
ることにより、市民の消費生活の安定と向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

立入検査実施店舗の
適正率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 男女共同参画・生活対策費
根拠法令
・要綱等

計量法事業 計量事務事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 昭和 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
計量事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-007

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5634



45

○ ○

○

合計（Ａ） 4,072 合計（Ｂ） 5,508

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,436

主な
理由 インターネット消費生活出前講座講師の謝礼金改定による報償費の増

近畿ブロック消費生活センター
連絡会議　ほか 167

需用費
消耗品費

800 需用費
消耗品費

830

その他
使用料及び賃借料、負担金、補
助金 538 その他

使用料及び賃借料、備品購入
費、負担金、補助金 776

委託料
消費生活啓発事業委託料

220 委託料
消費生活啓発事業委託料

220

内容 金額

報償費
子どものための消費者教育出前
講座講師謝礼　ほか 2,200 報償費

子どものためのインターネット消
費生活出前講座講師謝礼　ほか 3,400令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
近畿ブロック消費生活センター
連絡会議　ほか 200 旅費

役務費
相談情報閲覧用光回線及びプ
ロバイダ利用料金　ほか 114 役務費

相談情報閲覧用光回線及びプ
ロバイダ利用料金　ほか 115

0 29,834 任期付 6.20 合計 7.5507当初予算 5,508 28,295 33,803 3,969 0

0 30,020 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 4,072 28,295 32,367 2,347 0

0 27,020 正規 1.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 3,373 25,590 28,963 1,943 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　消費生活相談等の実施
　　 市民からの消費生活に関する苦情や相談等に対し、情報提供、助言、あっせんを行う。
　　　  ・令和５年度　　　　　　　　　　　　消費生活相談　　2,090件
　　　　・令和６年度（12月末現在）　  　消費生活相談　　1,567件　　　令和６年度（見込み）　  　消費生活相談　　2,100件
　　　  ・令和７年度（見込み）　　　　　  消費生活相談　　2,100件
２　各種消費生活講座・啓発イベントの実施
　　 自立した消費者の育成に向け、消費生活・食生活に関する知識を高めるため、市民に対し消費者月間記念講演会などの各種啓発事業を実施する。
       ・令和５年度　　　　　 　　　　　　 消費者セミナーほか　受講者　計218人　　　おもちゃと絵本のリサイクル　来場者　385人
　　 　・令和６年度（12月末現在）　　  消費者セミナーほか　受講者　計166人　　　おもちゃと絵本のリサイクル　来場者　380人
　　 　・令和６年度（見込み）　　  　　  消費者セミナーほか　受講者　計230人　　　おもちゃと絵本のリサイクル　来場者　380人
　　 　・令和７年度（見込み）　　  　　  消費者セミナーほか　受講者　計230人　　　おもちゃと絵本のリサイクル　来場者　350人
３　消費者生活情報等の発信
　　 コープこうべの宅配弁当等に消費者生活啓発チラシを添付して情報提供を行うほか、新聞に被害発生事例等の記事を掲載する。
      ・令和５年度　　　　　　　　　　　 　 コープ：年６回、新聞：神戸(年１回）、毎日(年１回)
　　　・令和６年度（12月末現在）　　　  コープ：年４回、新聞：神戸(年１回）、毎日(年１回)
　　　・令和６年度（見込み）　  　　　　　コープ：年６回、新聞：神戸(年１回）、毎日(年１回)
　　  ・令和７年度（見込み）　　　 　　 　コープ：年６回、新聞：神戸(年１回）、毎日(年１回)
４　消費者被害の未然防止のための消費者教育
　　 児童・生徒等に対する金銭教育やインターネットを安全に使うための講座、及び高齢者等に対する消費生活啓発員や消費生活相談員
　などによる出前講座を実施する。
　　　　・令和５年度　　　　　　　　　　　　金銭：６校／２６回、ネット：４３校／７６回、出前講座４回
　　　　・令和６年度（12月末現在）  　　金銭：４校／１７回、ネット：４４校／７０回、出前講座７回
　　　　・令和６年度（見込み）　 　　 　  金銭：５校／１９回、ネット：４４校／７１回、出前講座１０回
　　　　・令和７年度（見込み）　 　　 　  金銭：５校／２０回、ネット：４４校／６５回、出前講座８回

消費生活相談員が受ける相談等の件数（目標値の設定は、事業内容
上適当でないため実績値のみ記載）

件

各種消費生活講座及び
出前講座等受講者数

消費者として必要な知識を身に付け、自立した消費者を育成できる。 令和7年度 人 23,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
幼児期から高齢者までのライフステージに応じた消費者教育を体系的に推進し、消費者の自立を支援するとともに、市民か
らの消費生活に関する苦情等に対して助言やあっせんを行うことで、消費者被害の未然防止や救済を図り、市民の消費生
活の安定と向上を確保する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

消費生活相談件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 男女共同参画・生活対策費
根拠法令
・要綱等

消費者安全法、消費者基本法、消費者契約法、
特定商取引に関する法律、消費者教育の推進
に関する法律、民法

事業 消費生活対策事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 昭和 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
消費生活対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107300000-008

予算所管課 政策局市民相談室
連絡先 (078)918-5634



○

その他
旅費、研修参加負担金等

1,280

合計（Ａ） 17,396 合計（Ｂ） 15,625

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,771

主な
理由

産官学共創の調査研究に係る委託料の減

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

830

使用料及び賃
借料

コピー使用料等
866

使用料及び賃
借料

コピー使用料等
976

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
官庁速報（i JAMP）情報提供料

1,584 役務費
官庁速報（i JAMP）情報提供
料、イベント保険 1,629

委託料
産官学共創による調査研究や実証実験、市民ﾌｧｼ
ﾘﾃｰﾀｰ等の養成、重要施策等の調査に係る委託 12,000 委託料

共創アドバイザー業務、市民ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ等の養
成、啓発行事、重要施策等の調査に係る委託 9,100

その他
旅費、研修参加負担金等

538

07当初予算 0 0

0.00

8.40

81,196

79,425

需用費
消耗品等

819 需用費

1

内容

消耗品等

79,424

内容 金額

報償費
学識者指導等

1,589 報償費
学識者指導等

1,810

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

7.60

0.00

05決算 0 0 0 60,464

06当初予算 0 0 1 81,195

令和６年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
社会経済情勢や市民ニーズの変化など、市政を取り巻く状況を的確に把握した上で、新規施策の企画や総合調整を行うこと
で、広範にわたる行政課題を解決する。

事
業
内
容

⑴ 新規・重要施策の企画調整
　市政の計画的かつ効果的な推進を図るため、市長等と協議の上、各局の主な課題に対する取組方針や新規・重点施策の方向性を早期に決定し、予算に
的確に反映する。

⑵ 総合教育会議の開催
　市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、地域教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行政を推進するため、総合教育会
議を開催する。（令和5年度:1回開催、令和6年度:2回(予定)、令和7年度:2回(予定)）

⑶ タウンミーティングの開催及びファシリテーターの養成
　多様な市民の声をしっかりと聴き、対話を通して市民と共にまちづくりを推進するため、タウンミーティングを実施するとともに、「ファシリテーション」に関す
る市民講座や職員研修を実施する。また、「対話と共創によるまちづくり」の更なる機運を醸成するための催しとして「（仮称）対話と共創のウィーク」を開催
する。
　（タウンミーティング　令和5年度：12回開催　令和6年度：11回（予定）、令和7年度：月1回程度（予定））

⑷ 産官学民との共創
　対話でより明確になった地域課題や市民ニーズに対応していくため、市民・市民活動団体や、産業界、教育・研究機関等と市がそれぞれの特性やネット
ワークなどのリソースを活用し、課題解決に向けて取り組む共創のまちづくりを推進する。
　・令和6年度に創設した明石市民間提案制度を推進し、民間事業者等から本市の課題解決につながる新たなアイデアやノウハウを活かした提案を募集
　　するとともに、包括連携協定を締結している教育・研究機関等との連携や人的・知的資源の交流を促進する。
　　（民間提案制度　令和6年度：テーマ「脱炭素・ごみの減量」「まちの活性化」「子ども・高齢者の見守り支援」、提案採用　24事業（うち条件付17事業））
　・多様な主体が立場を超えて連携し、対話と共創を継続的に推進するための枠組みとして、「（仮称）共創プラットフォーム」の構築を検討する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

6-2 自立した地方行政の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 企画費
根拠法令
・要綱等

地方自治法第１条の２事業 企画・調査事務事業

施策分野
6 行政経営分野

事務事業名
市政の企画、調査事務

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107501000-001

予算所管課 政策局ＳＤＧｓ共創室企画・調整課
連絡先 (078)918-5010

令和７年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.80

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

3,224

17,396

15,625

57,240

63,800

63,800

60,464 0.00

目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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○

合計（Ａ） 6,409 合計（Ｂ） 2,693

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,716

主な
理由

まちづくり市民意識調査に要する委託の減

ＳＤＧｓセミナー等謝礼、アドバイ
ザー派遣制度謝礼 1,120

需用費
消耗品費等

130 需用費
消耗品費等

140

使用料及び賃
借料

会場使用料
34

使用料及び賃
借料

会場使用料
134

委託料
まちづくり市民意識調査
子ども向け普及啓発業務等

4,000 委託料
ワークショップ業務等

560

内容 金額

報酬
ＳＤＧｓ推進審議会委員報酬

295 報酬
ＳＤＧｓ推進審議会委員報酬

709令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
ＳＤＧｓセミナー等謝礼、アドバイ
ザー派遣制度謝礼 1,860 報償費

役務費
広告料、イベント保険等

90 役務費
広告料等

30

0 26,743 任期付 0.20 合計 3.1007当初予算 2,693 24,050 26,743 0 0

0 30,459 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 6,409 24,050 30,459 0 0

0 22,822 正規 2.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 1,762 21,060 22,822 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑴　あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第６次長期総合計画）及びあかしＳＤＧｓ前期戦略計画の推進、並びにあかしＳＤＧｓ後期戦略計画の策定
 ①あかしＳＤＧｓ推進審議会を活用した効果検証
　・推進計画及び前期戦略計画に基づく施策展開の確認
　・地方創生関係交付金の効果検証
 ②あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第６次長期総合計画）実行計画の策定
 ③あかしＳＤＧｓ後期戦略計画の策定
　・あかしＳＤＧｓ推進審議会による検討
　・ワークショップ等による市民意見の反映
 ④明石市SDGｓ未来都市計画（第2期）の進捗管理と次期計画（第3期）の策定

⑵　パートナーシップによる取組の推進（市民、学校、事業者など）
 ①あかしSDGｓパートナーズ登録制度の推進（2021年４月開始　151団体登録（2024年12月現在））
 　 ・あかしＳＤＧｓアドバイザー派遣によるパートナーズ登録団体の取組支援
　　・パートナーズ登録団体による出前講座の実施（2024年６月開始）
　　・ＳＤＧｓの理解を深めるとともに登録団体同士のつながりを創出するための交流会・研修会の実施
　　・共創のまちづくりの推進に向けた新たな仕組みである（仮称）共創プラットフォームへの参画を促進
 ②ＳＤＧｓの周知・啓発（あかしＳＤＧｓウイークの実施、子ども向け啓発講座の実施、市民向け出前講座の実施など）
 ③コープこうべとの包括連携協定に基づく取組（高齢者の買い物支援、認知症の見守り支援、障害者の就労支援など）

住みやすいと思う人の割合 2030 % 100

総人口 国勢調査推計人口（各年10月1日時点） 2030 人 300,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
2030年のあるべき姿を「SDGs未来安心都市・明石～いつまでも　すべての人に　やさしいまちを　みんなで～」として定め、暮
らしの質を重視したまちづくりを加速させ、市民満足度を更に高め、将来にわたり、誰もが安心して住みたい、住み続けたいと
思うまちの実現を目指す。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

明石のまちの
住みやすさ

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

地方自治法第１条の２、明石市自治基本条例第
26条、明石市市民参画条例第６条の２

事業 ＳＤＧｓ推進事業

施策分野
6 行政経営分野

6-2 自立した地方行政の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
ＳＤＧｓ推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107501000-002

予算所管課 政策局ＳＤＧｓ共創室企画・調整課
連絡先 (078)918-5010



○

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
広域行政事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107503000-001

予算所管課 政策局ＳＤＧｓ共創室産官学共創課
連絡先 (078)918-5335

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

地方自治法第１条の２、神戸市隣接市・町長懇
話会規約等

事業 広域行政事務事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-6 都市間交流・国際交流の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
広域的な行政課題に対処するために、周辺自治体との情報交換・連携を図り、取組を進める。とりわけ、それぞれの自治体
がもつ地域特性を活かした交流を通じて、お互いの地域の魅力を再発見し、まちの活性化につなげる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑴ 神戸隣接市・町長懇話会
　神戸市と神戸市に隣接する８市町の首長が広域的な行政課題について情報及び意見の交換を行う。（懇話会年１回、幹事会年３回程度）

⑵ 東播磨流域文化協議会
　東播磨地域における地域活性化事業等に関する市民団体への助成や情報交換、意見交換等を行う。（総会年１回、担当課長会年２回）

⑶ 播磨広域連携協議会
　「はりま酒文化ツーリズム」等の事業により全国に播磨地域の情報発信を行う。（総会１回、広域連携研究会年２回）

⑷ 明石市・神戸市企画担当連絡会議
　神戸市との共通課題の解決に向けて、情報の共有と今後の取組方針の総合調整を行う。（随時）

⑸ 神戸マラソンへの協力
　2025年大会から明石市域へのコース延伸が予定されている神戸マラソンの開催にあたり、神戸マラソン実行委員会に対する実務的な協力を行う。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 7,769 正規 1.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 749 7,020 7,769 0 0

0 13,748 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 788 12,960 13,748 0 0

0 14,748 任期付 0.00 合計 1.6007当初予算 1,788 12,960 14,748 0 0

内容 金額

旅費
近接地旅費

10 旅費
近接地旅費

10令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費等

10 需用費

負担金補助及
び交付金

各種広域交流協議会等負担金
768

消耗品費等
10

負担金補助及
び交付金

各種広域交流協議会等負担金
768 委託料

神戸マラソンの開催協力に係る
事業委託 1,000

合計（Ａ） 788 合計（Ｂ） 1,788

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,000

主な
理由

神戸マラソンの開催協力に係る事業委託料の増
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○

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
大蔵海岸民活施設用地管理事業

新規/継続 継続事業 事務事業の総点
検の整理番号 0107503000-002

予算所管課 政策局ＳＤＧｓ共創室産官学共創課
連絡先 (078)918-5335

土木費 連絡先

項 土木管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 海岸海域整備事業対策費
根拠法令
・要綱等

大蔵海岸通地区地区計画事業 大蔵海岸民活施設用地管理事業

施策分野
3 産業・観光分野

3-4 観光の振興
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
条件付売却を実施した大蔵海岸民活施設用地（Ａ１～３区画・Ｂ区画）について、民間企業の誘致により、市民が憩うにぎわ
いの空間を創出するとともに、安定した賃貸収入を確保して同用地の管理を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

基金残高
賃貸収入からリース料を差し引いた余剰金を、大蔵海岸民活施設用
地管理基金に積み立てる。事業者の継続的な出店により、にぎわいの
創出と安定した積立てを行う。

2052(R34)年度 千円 660,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

◆大蔵海岸民活施設用地（Ａ１～３区画・Ｂ区画）は、企業会計が造成し、賃貸で運営していたが、2017(H29)年10月31日付で売却と同時にリースする条件付
売却を実施した（売却価格：80億8,000万円）。リース契約は本事業で一般会計が引き継いでおり、企業会計は2017(H29)年度末で廃止した。
◆リース料（固定資産税・都市計画税相当分を除く）は、事業者からの賃貸収入で賄う。
◆事業の安定化等に向けて、賃貸収入からリース料を差し引いた余剰金を基金に積み立てる。
＜リース内容＞
　・契約相手方：三菱HCキャピタルエステートプラス株式会社　　　　・期間：2017(H29).10.31～2052(R34).10.30　（35年間）
　・年間リース料　（総額：84億3,000万円）※リース料に固定資産税及び都市計画税相当分を上乗せして支払う。
　　　　～2022(R4).9  　 224,400,000円
　　　　2022(R4).10～　 256,800,000円　　※2022年度は240,600,000円
　　　　2037(R19).10～　230,400,000円
　・最終リース料　　　　　2052(R34).10.31　3,563,800,000円
　　※最終リース料を支払い、民活施設用地を取得する。取得と同時期に民間事業者に売却することで、財源を確保する。
＜転貸状況＞
　区画　　　面積　　　　　　　　         賃貸期間　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　 賃料（年額）　　　　　　       事業者
　Ａ１　  　9,361.67㎡　　（2002(H14).5.25～2042(Ｒ24).9.30※契約更新：2022.5.25）　　 58,416,816円　　　アクトス（スポ－ツ施設）
　Ａ２　  　7,064.27㎡　　（2002(H14).9.25～2042(Ｒ24).9.30※契約更新：2022.9.25）　　 44,081,040円　　　イズミ産業（温浴施設）
　Ａ３　 　10,537.42㎡　　（2010(H22). 6. 1～2042(Ｒ24).9.30※契約更新：2022.9.25）   　65,753,496円　　　エー・ビー・シー開発（住宅展示場）
　Ｂ 　  　15,892.53㎡　　（2018(H30). 1.14～2038(R20).3.31）  　　              　             95,355,180円　　　アルペン（スポ－ツ用品販売）
 　計 　    42,855.89㎡    　                         　  　　　　　　　              　　              　263,606,532円
◆大蔵海岸西駐車場の一部の活用について、事業者より随時相談を受付して事業者の意向や活用可能性を探り、大蔵海岸の賑わいづくりや収益性の向上
に向けて引き続き検討する。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

264,598 37,535 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 296,643 6,480 303,123 990 0

264,014 39,291 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 296,015 7,290 303,305 0 0

264,199 39,291 任期付 0.00 合計 0.9007当初予算 296,200 7,290 303,490 0 0

内容 金額

報償費
学識者等謝礼

100 報償費
学識者等謝礼

100令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
公正証書作成手数料

143 役務費

使用料及び賃
借料

大蔵海岸民活施設用地借地料
（固定資産税等相当額含む） 288,800

使用料及び賃
借料

大蔵海岸民活施設用地借地料
（固定資産税等相当額含む） 288,800

公正証書作成手数料
143

委託料
事業者財務調査委託

150 委託料
事業者財務調査委託

150

積立金
大蔵海岸民活施設用地管理基
金積立金 6,822 積立金

大蔵海岸民活施設用地管理基
金積立金 7,007

合計（Ａ） 296,015 合計（Ｂ） 296,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 185

主な
理由

大蔵海岸民活施設用地管理基金積立金利子の増
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○

合計（Ａ） 100 合計（Ｂ） 2,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,900

主な
理由

基金運用益が増加見込みのため。

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

07当初予算 0 0

0.00

0.30

2,530

4,430 2,000

内容

2,430

内容 金額

積立金
庁舎建設基金積立金運用益

100 積立金
庁舎建設基金積立金運用益

2,000

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.30

0.00

05決算 0 0 23 2,430

06当初予算 0 0 100 2,430

令和６年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市役所の新庁舎建設に備えて、建設費用を積み立てる。

事
業
内
容

庁舎建設基金の積立・運用管理を実施するとともに、新庁舎を建設するための財源に充てる。

平成１８年度　　　　　　　　　　　１億円を積立
平成１９年度　　　　　　　　　　　運用管理のみ実施
平成２０年度　　　　　　　　　　　１億円を積立
平成２１年度～平成２３年度　運用管理のみ実施
平成２４年度～平成２５年度　各年度３億円を積立
平成２６年度～平成２７年度　各年度４億円を積立（積立金　計１６億円）
平成２８年度～令和５年度　　運用管理のみ実施
令和６年度　　　　　　　　　　　  ５億円を積立（見込）
令和７年度　　　　　　　　　　　  市役所新庁舎建設事業費の財源として、54,252千円を充当予定

成果指標
指標名 考え方・定義・式

6-5 健全財政の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室プロジェクト担当

款 総務費 連絡先 (078)918-5283

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 財産管理費
根拠法令
・要綱等

明石市庁舎建設基金条例事業 庁舎建設基金積立金

施策分野
6 行政経営分野

事務事業名
庁舎建設基金積立金

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-001

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先

令和７年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

23

100

2,000

2,430

2,430

2,430

2,453 0.00

目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○
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○

○

合計（Ａ） 386,697 合計（Ｂ） 564,257

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 177,560

主な
理由

市役所新庁舎建設工事が入札不調となったことにより、令和６年度に予定して
いた工事着手時期に遅れが生じ、関連する業務委託を含め、令和７年度から
本格的に着手することとなったため。

市役所新庁舎建設工事監理業
務委託等 148,336

委託料
市役所新庁舎建設工事監理業
務委託等 32,800

使用料及び賃
借料

会場使用料、仮設駐車場賃借料
14,211

その他
旅費、需用費

250 その他
旅費、需用費

250

工事請負費
市役所新庁舎建設工事

346,200
負担金補助及
び交付金

明石港東外港地区再開発検討
業務 6,500

内容 金額

報償費
施工者選定委員会等謝礼

599 報償費
施工者選定委員会等謝礼

300令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
不動産鑑定手数料

1,518 委託料

使用料及び賃
借料

会場使用料、仮設駐車場賃借料
5,330 工事請負費

市役所新庁舎建設工事等
394,660

54,252 62,710 任期付 0.00 合計 5.0507当初予算 564,257 40,905 605,162 0 488,200

37,900 48,602 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 386,697 40,905 427,602 0 341,100

0 51,032 正規 5.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 153,752 35,280 189,032 0 138,000

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○ ○ ○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和5年度】
・引き続き、設計業務及び空間整備業務に取り組み、有識者会議や市民ワークショップ等での意見を踏まえながら、市町村役場機能緊急保全事業が適用
できるよう、実施設計を完了した。
・隣接する明石港東外港地区について、所管する県と新庁舎工事期間中の来庁者用駐車場用地としての利用及び当該地区の再開発（現庁舎跡地との一
体的な土地利用）に向けた協議・調整を行った。

【令和6年度】
・外部有識者を含む選定委員会を設置した上で、施工者を選定した。
・隣接する明石港東外港地区について、所管する県と来庁者用駐車場用地としての利用に向けた協議・調整及び当該地区の再開発（現庁舎跡地との一体
的な土地利用）に向けた合同視察を行った。

【令和7年度】
・仮設駐車場の整備・現立体駐車場の解体後、新庁舎の建設工事に着手する。
・建設工事と並行して、新庁舎の窓口サービスのあり方や庁舎移転計画等について検討を進める。
・隣接する明石港東外港地区と現庁舎跡地との一体的な土地利用について、県と連携を図りながら検討を進める。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
1970年（昭和45年）に竣工した現市役所庁舎について、老朽化や耐震性不足への対応はもとより、市民サービスの向上や防
災機能の強化、バリアフリー・ユニバーサルデザインの導入を図るため、建替えに向けた取組を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 市役所新庁舎建設基本計画 委託 指定管理

目 市役所新庁舎建設費
根拠法令
・要綱等

事業 市役所新庁舎建設事業

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-1 良好な都市環境の整備
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室プロジェクト担当

款 総務費 連絡先 (078)918-5283

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
市役所新庁舎建設事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-002

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先
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○ ○

○

事務事業名
本のまち明石推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-003

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先

令和７年度 予算事業説明シート

連絡先 (078)918-5209

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

総務費

直営 補助・助成 その他

個別計画 （仮称）市民図書館整備基本計画 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

社会教育法、図書館法、子どもの読書活動の推
進に関する法律、文字･活字文化振興法、視覚
障害者等の読書環境の整備の推進に関する法
律

事業 本のまち明石推進事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-5 生涯学習の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室本のまち担当

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
「やさしいまち」「教養・文化の薫り高いまち」として明石の魅力を一層高めるため、あかし市民図書館を核として、いつでも、ど
こでも、だれでも、手を伸ばせば本に届くまちづくりを進める。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

本の貸出冊数
あかし市民図書館、西部図書館、二見図書館、移動図書館、学校図書
館等の貸出冊数合計

令和７年度 冊 3,000,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①あかし保育絵本士養成講座（基礎コース）の実施
　　【令和5年度実績】　認定者数 24名（うち公立10名、私立14名）
　　【令和6年度見込】　認定者数 27名（うち公立7名、私立20名）
　　【令和7年度見込】　受講人数 25名
②あかし保育絵本士養成講座（応用コース）の実施
　　【令和5年度実績】　認定者数 10名（うち公立2名、私立8名）
　　【令和6年度見込】　認定者数 12名（うち公立3名、私立9名）
  　【令和7年度見込】　受講人数 10名
③読書バリアフリー環境の整備
　　【令和5年度実績】　あかし市民図書館への点字ディスプレイの新設、図書の無料郵送サービスの拡充
  　【令和6年度見込】　西部図書館への点字ディスプレイの新設
　　【令和7年度見込】　読書バリアフリー関連参考書籍の拡充
④あかし本のまち大使の任命（令和元年6月11日）
　明石市出身で芥川賞作家の上田岳弘氏を「本のまち大使」に任命。
⑤明石市本のまち基金の設立
　一般財団法人公立図書館助成会からの寄付金を原資に設立。（令和2年1月26日寄附金受領）
⑥本のまちづくり推進アドバイザーの任命（令和6年5月10日）
　元 ぎふメディアコスモス総合プロデューサーの吉成信夫氏を「本のまちづくり推進アドバイザー」に任命。
⑦ブックスポット事業の継続（令和5年度～）
　ブックスポットの新規設立や既存施設の充実を図るための費用等を助成
⑧本のまちのさらなる発展に向けたシンポジウムの開催

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

2,012 28,709 正規 3.15 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 5,881 24,840 30,721 0 0

2,020 31,147 再任用 0.00 その他 0.5006当初予算 5,102 28,065 33,167 0 0

2,020 32,511 任期付 0.50 合計 4.1507当初予算 6,466 28,065 34,531 0 0

内容 金額

報償費
あかし保育絵本士講師謝礼

660 報償費
あかし保育絵本士講師謝礼、本
のまちづくり推進アドバイザーに
よる指導・助言・謝礼等

1,542令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
あかし保育絵本士講師旅費、近
接地旅費等 531 旅費

委託料
イベント運営補助等業務委託

500 委託料 400

あかし保育絵本士講師旅費、本のま
ちづくり推進アドバイザー旅費等 1,200

需用費
消耗品費、あかし保育絵本士奨
励賞及び講師用お茶代等 1,097 需用費

消耗品費、あかし保育絵本士奨
励賞及び講師用お茶代等 1,010

その他
資料点訳手数料、コピー使用
料、明石本のまち基金積立金等 314 その他

会場使用料、明石本のまち基金
積立金等 314

負担金補助及
び交付金

明石まちなかブックスポット補助
金 2,000

負担金補助及
び交付金

明石まちなかブックスポット補助
金 2,000

イベント運営補助等業務委託

合計（Ａ） 5,102 合計（Ｂ） 6,466

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,364

主な
理由

本のまちビジョンの周知等に係る報償費・旅費の増額のため



29

○

○

合計（Ａ） 9,555 合計（Ｂ） 7,485

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,070

主な
理由

旧市立図書館跡地関連予算を明石駅周辺地区整備事業に移管したため。

消耗品費等
440

役務費
不動産鑑定手数料

1,000 役務費
不動産鑑定手数料

1,000

その他
報償費、食糧費、備品購入費、
負担金補助及び交付金 245 その他

報償費、食糧費、負担金補助及
び交付金 170

使用料及び賃
借料

コピー使用料、会場使用料
1,040

使用料及び賃
借料

コピー使用料、会場使用料
1,000

内容 金額

旅費
視察等旅費

380 旅費
視察等旅費

275令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費等

440 需用費

委託料
旧市立図書館跡地利活用計画策定支援
大久保北部市有地利活用調査委託等 6,450 委託料

スマートインターチェンジ設置調査委託
大久保北部市有地維持管理業務委託 4,600

0 29,865 任期付 0.10 合計 2.9007当初予算 7,485 22,380 29,865 0 0

0 28,935 再任用 0.00 その他 0.1006当初予算 9,555 22,380 31,935 0 3,000

0 49,490 正規 2.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 24,380 25,110 49,490 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○ ○ ○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和5年度】
・旧キャンプ場の一部に、自然体験や環境学習のための施設整備（仮設トイレ等）を行った。
・引き続き大久保北部エリアの市有地について、スマートICの設置も含め、利活用の可能性について調査検討を行った。

【令和6年度】
・旧市立図書館跡地について、施設の撤去及び新施設の整備に向けて明石公園旧市立図書館跡地利活用計画を公表した。
・大久保北部の旧キャンプ場の一部について、自然体験や環境学習等の場として、暫定的に活用した。
・令和5年度までの調査検討結果を踏まえ、引き続き大久保北部エリアの市有地利活用について検討を行った。

【令和7年度】
・大久保北部の旧キャンプ場の一部について、自然体験や環境学習等の場として、暫定的に活用する。
・明石SAへのスマートICの設置に向けた調査検討を行う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
持続可能なまちづくりに向け、市民の安全と快適な暮らしを支えるまちづくりを進めるため、重要な開発事業や都市計画方針
などの総合的な企画・調整を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 都市計画マスタープラン 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

地方自治法第１条の２事業 都市開発一般事務事業

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-1 良好な都市環境の整備
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室プロジェクト担当

款 総務費 連絡先 (078)918-5283

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
都市開発一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-004

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先



29

○

○

合計（Ａ） 9,510 合計（Ｂ） 12,210

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,700

主な
理由

JT跡地公共公益施設用地の暫定利用に関する工事請負費が増加したため。

中部地区保健福祉センター用地
土地鑑定手数料 1,000

需用費
JT跡地万能塀修繕料

500 委託料
中部地区保健福祉センター用地
事業者選定支援業務委託等 7,500

工事請負費
中部地区保健福祉センター用地
擁壁部分漏水防止工事 1,800

使用料及び賃
借料

会場使用料
10 その他

報償費、旅費、使用料及び賃借
料 210

内容 金額

報償費
学識経験者謝礼

100 需用費
JT跡地万能塀修繕料

500令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
視察等旅費

100 役務費

委託料
大久保駅周辺市有地利活用全
体構想策定支援業務等 7,000 工事請負費

JT跡地暫定利用関連工事
3,000

3,031 19,304 任期付 0.00 合計 1.2507当初予算 12,210 10,125 22,335 0 0

2,659 16,976 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 9,510 10,125 19,635 0 0

13,437 -1,770 正規 1.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 867 10,800 11,667 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○ ○○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和５年度】
・ＪＴ跡地公共公益施設用地の管理を行うとともに、大久保駅周辺市有地の有効活用に向けて、ワークショップやアンケートを実施して市民意見を聴取しな
がら調査検討を行った。

【令和6年度】
・ＪＴ跡地公共公益施設用地の管理を行うとともに、大久保駅周辺市有地の有効活用に向けて、全体構想を策定する。

【令和7年度】
・中部地区保健福祉センター用地について、利活用に関する基本計画を策定し、新施設を整備する事業者の選定を行う。
・ＪＴ跡地公共公益施設用地について、管理を行うとともに、一部を暫定利用しながら利活用について検討する。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
JT跡地の公共公益施設用地（約15,000㎡）など、大久保駅周辺市有地の利活用に取り組む。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 都市計画マスタープラン 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

公有地の拡大の推進に関する法律ほか事業 大久保駅周辺市有地活用事業

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-5 住環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室プロジェクト担当

款 総務費 連絡先 (078)918-5283

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
大久保駅周辺市有地活用事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-005

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先



23

○

○

合計（Ａ） 581,230 合計（Ｂ） 1,363,680

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 782,450

主な
理由

地域交流センター建設工事について、令和7年度から本格的に工事を実施する
ため。

アクセス道路用地測量・物件調査
地域交流センター建設工事監理等 41,800

工事請負費
地域交流センター建設工事等

205,000 工事請負費
地域交流センター建設工事
駅前広場整備工事等 1,120,000

その他
旅費、使用料及び賃借料

330 その他
旅費、使用料及び賃借料

330

補償補填及び
賠償金

物件移転補償費
52,800

補償補填及び
賠償金

物件移転補償費
63,600

内容 金額

役務費
土地鑑定手数料

3,100 役務費
土地鑑定手数料

2,450令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
地域交流センター実施設計、ア
クセス道路物件調査等 142,000 委託料

公有財産購入
費

アクセス道路用地取得費
178,000

公有財産購入
費

アクセス道路用地取得費
135,500

0 106,150 任期付 0.00 合計 3.7007当初予算 1,363,680 29,970 1,393,650 635,000 652,500

0 38,275 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 581,230 29,970 611,200 255,325 317,600

0 102,391 正規 3.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 998,229 33,050 1,031,279 325,888 603,000

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○ ○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和5年度】
・駅前広場を含むアクセス道路について、事業認可を取得し、用地測量、道路詳細設計及び用地取得に着手した。
・駅ビル、駅前広場及び駐輪場について、JR西日本と整備に向けた協議を進めた。
・地域交流拠点の建設に向け、整備計画を策定し、設計に着手した。

【令和6年度】
・地域交流センターについて、実施設計を完了した。
・アクセス道路（西明石駅南線ほか）について、道路詳細設計を完了し、事業用地取得を進めた。

【令和7年度】
・地域交流センターについて、建設工事に着手する。
・駅前広場について、工事（暫定整備）に着手する。
・アクセス道路（西明石駅南線ほか）について、用地取得を進める。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
西明石活性化プロジェクト協議会でとりまとめられた「まちづくりの姿」における西明石地域のまちづくりの課題の解決を図る
ため、西明石地域の活性化につながる取り組みを推進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 都市計画マスタープラン、立地適正化計画 委託 指定管理

目 都市計画総務費
根拠法令
・要綱等

事業 西明石活性化プロジェクト事業

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-1 良好な都市環境の整備
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室プロジェクト担当

款 土木費 連絡先 (078)918-5283

項 都市計画費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
西明石活性化プロジェクト事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-006

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先



7

○

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 120,090

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 120,090

主な
理由

視察等旅費
20

委託料
旧明石市立図書館跡地新施設設計
ペデストリアンデッキ延伸設計 120,000

内容 金額

報償費
学識経験者謝礼

60令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費

使用料及び賃
借料

会場使用料
10

0 7,090 任期付 0.00 合計 0.0007当初予算 120,090 0 120,090 50,000 63,000

0 0 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和7年度】
・市道明石中央65号線(ペデストリアンデッキ)について、延伸に向けた設計に着手する。
・旧市立図書館跡地について、施設の撤去及び新施設の整備に向けた公募を行い、旧施設の解体及び新施設の設計に着手する。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石駅からパピオスあかしまで繋がっている市道明石中央65号線(ペデストリアンデッキ)をアスピア明石まで延伸することに
より、回遊性の向上及び賑わいの創出を図る。
明石公園内にある旧市立図書館の解体及び新施設の整備をすることにより、明石駅周辺の更なる魅力向上を図る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 都市計画マスタープラン、立地適正化計画、旧市立図書館跡地利活用計画 委託 指定管理

目 都市計画総務費
根拠法令
・要綱等

事業 明石駅周辺地区整備事業

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-1 良好な都市環境の整備
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室プロジェクト担当

款 土木費 連絡先 (078)918-5283

項 都市計画費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
明石駅周辺地区整備事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先



49

○

合計（Ａ） 563,279 合計（Ｂ） 579,593

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 16,314

主な
理由

二見図書館運営に係る費用及び西明石図書コーナー選書業務に係る委託料
の増額のため

二見図書館フロア賃借料・コピー
機リース料等 2,568

需用費
消耗品費、あかし市民図書館ガ
ス吸収式空調設備修繕等 9,228 需用費

消耗品費、あかし市民図書館ガ
ス吸収式空調設備修繕等 5,736

その他
ハチの巣駆除手数料、指定管理
者選定委員会会場使用料 57 その他

移動図書館車庫電気・水道料
金、二見図書館備品購入費 526

備品購入費
点字ディスプレイ、あかし市民図
書館更新用AED等 813

負担金補助及
び交付金

二見図書館光熱費負担金
2,900

内容 金額

報償費
指定管理者選定委員報償

360 役務費
二見図書館電話・インターネット
料金等 1,880令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
指定管理者選定委員旅費

40
使用料及び賃
借料

委託料
指定管理料

552,781 委託料
指定管理料、二見図書館運営委託、
西明石図書コーナー選書委託 565,983

1,111 557,577 任期付 0.40 合計 4.3507当初予算 579,593 30,795 610,388 0 51,700

1,130 421,522 再任用 0.00 その他 0.4006当初予算 563,279 30,795 594,074 922 170,500

1,034 397,292 正規 3.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 380,278 18,360 398,638 312 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①指定管理者による管理運営
　あかし市民図書館を「本のまち明石」の推進の核施設とし、指定管理者と連携しながら取組を進める。
　・指定管理者：TRC・長谷工・神戸新聞グループ（　（代表）㈱図書館流通センター、（構成）㈱長谷工コミュニティ、㈱神戸新聞地域創造）
　・指定期間：令和6年4月1日～令和13年3月31日（7年間）
　・運営状況：
　　【令和5年度実績】　登録者数  74,418人、貸出冊数 2,122,870冊（主な取組：図書の無料郵送サービスの拡充）
　　【令和6年度見込】　登録者数  75,000人、貸出冊数 2,088,717冊（主な取組：座席予約システムの導入、西部図書館開館25周年記念イベントの実施）
　　【令和7年度見込】　登録者数  80,000人、貸出冊数 2,500,000冊（主な取組：図書館システムの更新）
②二見図書館の運営
　誰もが買い物ついでに気軽に立ち寄りたくなる図書館をコンセプトとし、こどもから大人まで過ごしやすい居場所で、交流や情報交換もできる空間（リビン
グ＆ライブラリー）を創出する。
③西明石図書コーナー開設に向けた選書業務
　西明石地域交流センター（icotto）内に図書館機能を整備するため、選書等の資料（図書）収集事業に着手する。
④ブックスタート事業（4か月児）・ブックセカンド事業（3歳6か月児）の実施
⑤放課後ブックサークル事業
　　【令和5年度実績】　総貸出冊数 21,840冊
　　【令和6年度実績】　総貸出冊数 21,840冊
　　【令和7年度見込】　総貸出冊数 21,840冊

あかし市民図書館、西部図書館、二見図書館、移動図書館の貸出冊
数の合計（電子書籍及び放課後ブックサークルの実績を含む。）

令和７年度 冊 2,500,000

来館者数 あかし市民図書館、西部図書館、二見図書館の来館者数合計 令和７年度 人 1,250,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
図書館を本のまちの核施設として位置付け、図書館サービスの充実・向上を図り、施設設備の維持管理を含めた指定管理者
による図書館の適正かつ円滑な管理運営を行うとともに、市民の教養、調査研究、レクリエーション等生涯学習活動に資する
ことを目指す。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

貸出冊数

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 図書館費
根拠法令
・要綱等

図書館法、明石市立図書館条例・同施行規則、
地方自治法、明石市公の施設に係る指定管理
者の指定手続き等に関する条例

事業 図書館運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-5 生涯学習の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課 政策局プロジェクト推進室本のまち担当

款 教育費 連絡先 (078)918-5209

項 社会教育費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名
図書館運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-007

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先
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○

合計（Ａ） 1,415,000 合計（Ｂ） 1,476,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 61,000

主な
理由

一部用地購入費の一般会計への計上及び移転補償費の見直しを行ったた
め。

移転補償費
1,032,800

内容 金額

公有財産購入
費

用地購入費
538,000

公有財産購入
費

用地購入費
443,200令

和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
７
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

補償補填及び
賠償金

移転補償費
877,000

補償補填及び
賠償金

0 2,430 任期付 0.00 合計 0.3007当初予算 1,476,000 2,430 1,478,430 0 1,476,000

0 2,430 再任用 0.00 その他 0.0006当初予算 1,415,000 2,430 1,417,430 0 1,415,000

0 5,130 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0005決算 0 5,130 5,130 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和６年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○ ○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和5年度～】
・アクセス道路（西明石南線ほか）の事業用地について、物件移転補償及び用地先行取得を行う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
新たに整備される西明石駅南口の改札口に併せて、アクセス道路を整備することにより、交通結節機能の強化や道路ネット
ワークの強化を図るため、アクセス道路に係る事業用地を先行取得する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 都市計画マスタープラン 委託 指定管理

目 公共用地先行取得費
根拠法令
・要綱等

事業 西明石活性化プロジェクト用地先行取得事業

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-1 良好な都市環境の整備
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 公共用地取得事業 事業所管課 政策局プロジェクト推進室プロジェクト担当

款 公共用地取得費 連絡先 (078)918-5283

項 行政財産取得費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和７年度 予算事業説明シート

事務事業名

西明石活性化プロジェクト用地先行取得事
業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107600000-008

予算所管課 政策局プロジェクト推進室
連絡先
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